
0長崎市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条
例(平成25年長崎市条例第11号)

条例(現行)

(定期巡回・随時対応型間介看護従業者の

数)

第7条指定定期巡回・随時対応型訪問介

體の業を行う者(以下「指定定期巡回・随

者」という。)が時対応型介護

当該事を行う所(以下「指定定期巡

回・随時対応型訪介看護事業所」と、

う。)ごとに置くべき従者(以下「定期巡

回・随時応型訪間介護看護従者」とい

う。)の職種び数は、次の各にげる

定巡回・随時対応型介護従業者の

区分に応じ、当各号に定めるとおりとす

る。

(1)(略)

(2)定期巡回サービスを行う

条例(改正案)

(定期巡回・随時、応型訪介護護従業者の

数)

第7条指定定期巡回・随時対応型訪間介

護の事を行う者(以下「指定定期巡回・随

対応型訪間介護事業者」という。)が

当該を行う事業所@以下「指定定期巡

回・随対型訪介護看 所」とい

う。)ごとに置くべ、 (以下「定期巡

回・時応型訪介優看餓者」と、

う。)の種及ぴょ、次の各号にげる

定期巡回・ 応型訪介膿従者の

区分に応じ、該各号に定めるとおりとす

る。

1)(略)

2)定巡回サービスを行う

交通事情、 度等をし、利

用者に適切に定期巡回ービスを供す

るために必要'以上

にの

2 に

う。以下この章にお、て同じ。)交'事

情、訪間頻度を勘案し、 1用者二適切

二定回サービス提供するために必

な'上

(3)・(4)(略)

2 オ゜レーーは、看師、介護福祉士その

他厚生労大臣が定める者('下この章にお

いて「看、介護福祉士等という。)を

つて充て'け式よらナ、。ただし、利用

者の処遇に支障がな、場合でつて、供時

帯'じて、看師、介護福祉士等又は看

護員とのを保して、るときは、サー

ビス提供責任者(長指定居宅サービ等

の事業の人、設ぴ運営にする基準

を定める条例(平成25年崎条例第10号。

以下「定居宅サービス等基条例」とい

う。)第6 条第2 のサービス供責任者を

いう。以下同じ。)の務に 3年以従事し

た経験をする者をつててることがで

きる。

(3),(4)(略)

2 オペレーター*、看護師、介護福祉土その

他厚生労大臣 t定る者(以下この章に、

いて「看護師、介護祉士」と、う。)を

もつて充てなれぱなら'、。ただし、」用

者の処'に支障がな、合であつて、

間帯を通じて、看鰹師、介護祉士等又*看

員との携を確保して、るときは、ー

ビス責任(長市指定居宅サービス

の事業の人員、設及運営に関する基準

を定める条例(平 25年長市 10号。

以下 r指定居宅サース等基条例」と、

う。)第6条 2 のース供責任者を

いう。以下同じ。)の業に 1 '上に

にしたがナ'として生

がめるものにっては 3 P上

従た経験を有する者をもつて充てる二

口■



3・4 (略)

5 定定期巡回・随時対応型問介看纏事

所の一敷地内にのに掲1るいず

れかの施等がある場合において、当該施設

の入所者の処遇に支がないときは、前

項本文の規定にかかわらず、午後6時から午

前8時までの間において_、当施設の職

をオペレーターとして充てることができる。

(1)~(11)(略)

(新設

6 (略)

7

条例(現行)

指8 でのは6 か'

定定巡回・随時対応型訪介護肴護業所

の利用者に対する時対応サービスの提供

に支障がない合は、 4 本文 項の

規定に、かわら、オペレーーは、随時訪

問サービスに従事することができる。

8 前項の規定によりオペレーターが時訪問

サービスに従事している場合に'、て、当該

指定定期巡回・対応型間介慶看護事

所の利用者に対する随時訪サービスの

供に支障力な、ときは、 1 の規定にかか

6 か' 8 でのは
^

時訪サービスを行う訪介員等を置

かないことができる。

9~11 (略)

12 指定定巡回・時対応型間介護看護事

業者が指定訪閻看裟事業者(指定居宅サービ

ス等条第価条第1項に規定する指定

訪問纏事者をいう。以下じ。)の指定

を併せてけ、かつ指定定期巡回・随時対

応型訪介看護の事業と指定訪 (指

定居宅サービス基準条例第叫条に規定す

る定問看をいう。以下同じ。)の事業

とが同一の事業所において一体的に運さ

れて、る場合について、指定居宅サービス等

基準条例第聞条第1 1号アに規する

人員にする基準を満たすとき綱 5

の規定により条第1 第1号ア及ぴ第2

に定する基準を満たしているものとみな

とができる。

・4 (略)

指定定期巡回・随時対応型訪問介看簸事

所の同一地内1一に掲げるいずかの

施等がある場合において、当施の入

所者等の処遇に支障がないときは、前項本文

の規定にかかわらず._当該施設のを

ペレーターとして充てることができる。

条伊1(改正案)

(1)~(11)(略)

.'1ZL 介纏医院
6 (略)

7 当餓指定定期巡回・随時対応型訪問介護

餓事業所の利用者に対する随時対応サービ

スの提供に支障がない場合は、第4項本文及

前の規定にかかわらず、オペレーター

は、時問サービスに従事することができ

る。

8 前の規定によりオペーターが随時訪間

サースに従事している場合に'いて、当該

指定定期巡回・随時対応型介護看護事業

所の利者に対する随時訪間サービスの提

供に支障がないときは、第1項の規定にか、

セ旦丈、随時間サービスを行う間介護員

をかなし二とができる。

9~11 (略)

12 指定定期巡回・随時対応型訪聞介膜看艇事

業者が指定訪看護事業者(指定宅サービ

ス等条例 65条 1 に規定する定

訪看慶事をいう。以下じ。)の指定

を併せて受け、かつ、指定定期回・随時対

応型訪介護護の事と指定訪護(指

定居宅サービス等基準条例第 64 条に規定す

る指定訪間看護を、う。以下同じ。)の事業

とが同一の事業所において一体的に運営さ

れている場合につして、指定居宅サービス等

基準例第価条 1 1号アに規定する

人にする基準を満たすとき桐条 5

の規定により同条第1 1号及ぴ第2号

に規定する基準を満たしているものとみな



条例(現行)

されているとき及び第 193 条第 10 項の規定

により同条 4項に規定する基をたして

いるものとみなされているときを除く。)は、

当指定定期巡回・随時対応型訪間介體護

者は、第1項第4号アに規定するを

満たしているものとみなすことができる。

(勤務体制の確保等)

第33条(略)

2 (略)

3 前項本文の規定にかかわらず、午後 6時か

ら午前8時までの間に行われる随時対応サー

ビスについては、市長が地域の実情を勘し

て適切と認める範囲内において、複数の指定

定期巡回・随時対応型訪問介看體事業所の

間の契約に基づき、当該複数の指定定期巡

回・随時対応型訪問介看業所が密接な

連携を図ることにより、一体的に利用者又は

その家族等からの通報を受けることができ

る。

4 (略)

条例(改正案)

されているとき及ぴ 193 14 の規定

により同条第4項に規定する基準を満たして

いるものとみなされているときを除く。)は、

当指定定期巡回・随時対応型.訪介簾鍍

者は、第1 第4号アに規定するを

満たしているものとみなすことができる。

(勤務体制の確保等)

第33条(略)

2 (略)

3 前項本文の規定にかかわらず._随時対応サ

ービスについては、市長が地域の実を勘案

して適切と認める囲内において、複数の指

定定期巡回・随時対応型訪問介看事業所

の間の契約に基づき、当該複数の指定定期巡

回・随時対応型訪問介腰看業所が密接な

連を図ることにより、一体的に利用者又は

その家族等からの通報を受けることができ

る。

(地域との連等)

第 40 条指定定期巡回・随時対応型訪問介

看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介瞳腰の提供に当たつては、利用者、利

用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療

関係者、本市の職員又は当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介看護事業所が所在する

区域を管轄する地域包括支援センターの職

員、定期巡回・随時対応型訪問介看につ

いて知見を有する者等により構成される協

議会(以下この項において「介護・医療連携

推進会議」という。)を設し、おおむね 3

且に 1回以上、介・医療連携推進会議に対

して指定定期巡回・随時対応型訪問介護

の提供状況等を報告し、介・医療連携推進
^
による評価を受けるとともに、介・医^

療連推進会議から必要な要望、助言等を聴

く機会を酘けなけれぱならない。

2~4 (略)

4 (略)

(地域との連携等)

第和条指定定期巡回・随時対応型訪問介護

事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪

の提供に当たつては、利用者、利問介

用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療

関係者、本市の職員又は当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介纏看護事業所が所在する

区域を管轄する地域包括支援センターの職

員、定期巡回・随時対応型訪問介纏につ

いて知見を有する者等により成される協

議会(以下この項において「介護・医療連

推進会議」という。)を設し、おおむね 6

且に1回以上、介餓・医療連携推進会議に対

して指定定期巡回・随時対応型訪問介腰看

の提供状況等を報告し、介・医療連推進

会議による評価を受けるとともに、介護・医

療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴

く機会を設けなけれぱならない。

2~4 (略)



条例(現行)

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看事業所の所在する建物と同一の建物に

居住する利用者に対して指定定期巡回・随時

対応型訪問介看を提供する場合はL当該

建物に居住する利用者以外の者に対しても

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看の提

供を行うよう努めなけれぱならない。

(訪間介護の数)

第朝条(略)

2 オペレーターは、體師、介護福祉士その

他厚生労働大臣が定める者をもつて充てな

けれぱならない。ただし、利用者の処遇に支

障がない場合であつて、指定夜間対応型訪問

介護を供する時間帯を通じて、これらの者

との連携を確保しているときは、3年以上サ

ービス提供責任者の業務に従事した経験を

有する者をもつて充てることができる。

条例(改正案)

5 指定定期巡回・随時対応型訪問介看護事

業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介膜

看護事業所の所在する建物と同一の建物に

居住する利用者に対して指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護を提供する合は、正当

な理由がる厶き当該建物に居住す

る利用者以外の者に対しても指定定期巡

回・随時対応型訪問介看の提供を行セ益

けれぱならない。

(利用定員)

第60条の25 指定養通所介誰事業所は、そ

の利用定(当該指定療養通所介護事所に

おいて同時に指定療養通所介簾の提供を受

けることができる利用者の数の上限をいう。

以下この節において同じ。)を 9 人以下とす

る。

(訪問介腰員等の数)

第朝条(略)

2 オペレーターは、護師、介護祉士その

他厚生労働大臣が定める者をもつて充てな

けれぱならない。ただし、利用者の処遇に支

障がよい合であつて、指定夜間対応型訪間

介艇を供する時間帯を通じて、これらの者

との携を確保しているときは、1年以上(特

したがナ'としてに

がめものにっては 3 '

とLサービス供責任者の業務に従した経

験を有する者をもつて充てることができる。

(内容及び手続の説明及ぴ同意)

第60条の27 指定養通所介纏事業者は、指

定養通所介護の提供の始に際し、あらか

じめ、利用申込者又はその族に対し、 60

の概要、療養'条の 34 に規定する

所介護従業の勤務体制、第60条の32 1

項に規定する利用者ごとに定めた緊時

の対応策、主治の医師及び第舶条の35第1

に規定する緊急時対応医機との連絡

体制その他の利用申込者のサービスの選択

(利用定員)

第印条の25 指定療養通所介護業所は、そ

の利用定(当該指定療養通所介簾業所に

おいて同時に指定療養通所介護の提供を受

ける二とができる利用者の数の上限をいう。

以下この節において同じ。)を 18人以下とす

る。

(内容及び手続の明及ぴ同意)

第60条の27 指定養'所介簾事業者は、指

定療養通所介餓の提供の始に際し、あらか

じめ、利用申込者又はその族こ対し、第60

条の 34 に規定する に の

概要、養通所介護従業者の勤務体制、第舶

条の32第1項に規定する利用者ごとに定め

た緊時等の対応策、主治の医師及び第 60

条の舗第1項に定する緊急時対応医療機

関との絡体制その他の利用申込者のサー

に
生



条例(現行)

にすると認められる要項を記した文

書を交付して説明を行い、 供の開始に

ついて利用込者の同意を得なけれ1 なら

ない。

2 (略)

(準用)

第60条の38 第Ⅱ条から第 14条まで、第 17

条から第 19 条まで、第 21 条、第 23 条、第

29条、第35 条から第39条まで、第42 条、

第43条の2、第60条の7(第3項第2号を除

<。)、第60条の8及ぴ第60条の 13から第

60条の 18 までの規定は、指定療通所介

の事業について準用する。この場合におい

て、第 35 条中「定期巡回・随時対応型訪問

介纏従業者」とあるのは「療通所介

従業者」と、第60条の 13第3項中「地域密

型通所介従業者」とあるのは「療養通所

介従業者」と、第印条の 17第1項中「地

域密着型通所介護について知見を有する者」

とあるのは「療通所介について知見を有

する者」と、「6月」とあるのは h2月」と、

同条第3項中「当たつては」とあるのは「当

たつては、利用者の状態に応じて」と、第60

条の 18第4項中「第 60条の 5第4項」とあ

るのは「第60条の 26第4項」とする。

条例(改正案)

ビスの選択にすると認められる要

をした文書を交付して明を行い、当

供の開にっい利用申'の意を

けれぱならない。

2 (略)

(準用)

第60条の 38 第 11 条から第 14条まで、第 17

条から第 19 条まで、第21 条、第 23 条、第

29条、第 35 条から第 39条まで、第42条、

第43条の 2、第60条の 7(第3項第2号を除

<。)、第60条の8及び第60条の 13 から第

60条の 18 までの規定は、指定療養通所介

の事業について準用する。この合におい

「運て、 35 とるのは「

60 の34に る重 にる

と、「定期巡回・随時対応型訪問介纏従

業者」とあるのは「療養通所介従業者」と、

第60条の 13第3項中「地域密型通所介

従業者」とあるのは「療通所介従業者」

と、第60条の 17第1項中「地域密着型通所

介護について知見を有する者」とあるのは

「療養通所介護にっいて知見を有する者」

と、「6月」とあるのはΠ2月」と、同条第3

項中「当たつては」とあるのは「当たっては、

利用者の状態に応じて」と、第60条の 18第

4項中「第60条の5第4項」とあるのは「第

60条の 26第4項」とする。

項

な

(従の数)

62条単独型指定認症対型所介護(特

別養膝人ホー等(特別養老人ホーム

(人祉法(昭開年第133 20

の 5 に規する特別養腰人ホームを、

う。 P 下同じ。)、同第20条の4に規

る養老人ホーム、病院、診、 人

畳健施訟、社会祉施設又は特定施設をい

う。以下同じ。)に併設さていない事所

において行われる指定認知症対応型所介

護をいう。以下同じ。)の事業を行う者及び

併型指定認知症対応型通所介瞳(特別養護

(従の)

62条単独型定認知症応型'所介(特

別養人ホーム等(特別養老人ホーム

(老人福祉法紹和開年法律 133 ) 20

条 5に規定する特別養老人ホームをい

う。以下同じ。)、同 20条の4に規定す

る養護老人ホーム、病院、診療、

定施設をいう。以下同じ。)1こ設されてい

ない事業所において行われる指定認知症対

応型通所賤をいう。以下じ。)のを

行う者及ぴ併設型指定認知症対応型通所介

社会福祉設又は特、



条例(現行)

老人ホーム等に併設されている業所にお

いてわれる指定認知症対応型通所介を

いう。以下同じ。)の事業を行う者(ユ下「単

型・併型指定認症応型通所介護事

者」という。)が当事を行う業所(以下

「単独型・併型指定知症対応型通所介簾

事所」という。)ごとに貴くべき者の

数は、次の各号に掲げる従者の区分に応

じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1)~(3)

2~フ

条仰1(改正案)

護(特別養護老人ホーム等に併設されている

において行わる指定認知症対応型

通所介護をいう。以下同じ。)の事業を行う

(以下「単独・設型指定認症対烈

通所介膿業者」という。)が当事を行

う事所(以下「単独型・併設型指定認知症

対応型通所介事業所」という。)ごとに置

くべき従業者の数ま、次の各号にげる従

者の区分に応じ、当該各昌に定めると'リ

とする。

(1)~(3)(略)

2~フ

(利用定等)

第 66 条共用型指定認知症対応型所介纏事

所の利用定員(当該共用型指定認知対

型通所介膝事業所において同時に共用型

定認知症対型'所介護の供をける二

とがでる利用者の数の上限をいう。)は、

指定認知症対応型共同生活介護事所又は

指定介護予知症対応型共同生活介事

業所にお、ては共生活住居(法第8条第20

又は法 8条の2 15 に定する共同

生活を営むべき住居をいう。)ごとに、指定

地密型特定施設又は

にお、ては施設ごとに1日当

二り3人以下と空墨L

(略)

(利用定員等)

66条用型指定認知症対応型通所介護事

業所の利用定(当該共用型指定認知症対応

型通所介護事所において同時に共用型指

定認知症対応型所介の供をけるこ

とができる利用者の数の上限をいう。)は、

指定認症対応型共同生活介膜事所又は

指定介予防認知症対応型共同生活介護事

業所において1 共同生活住居(法 8条第20

又は法 8条の2 15 に規定する共同

生活をむべき居をいう。)ごとに、指定

城密着型特定施設又は

ユ、、

るユニ180 に

2 共用型指定認知症対応型通所介業者

は、指定居宅サービス(法第41条第1項に規

定する指定居宅サービスをいう。以下同

じ。)、指定地域密着型サービス、指定居宅

介護支援(法第46条第1項に規定する指定居

地ツト

い"このに'いてじ

においては施設ごとに1日当たり

しユニ゛ト

に'、てはユニ・トごとに

老人

ト

の のの

人以下となる数とする。

2 共用型指定認知症対応型通所介護業者

は、指定居宅サービス(法第41条第1項に規

定する指定居宅サービスをいう。以下同

じ。)、指定地域密着型サービス、指定居宅

介護支援(法第46条第1項に規定する指定居

の と

たι 12

<

3人以下と

老

ユ"

の

知

が 1日



条例(現行)

宅介支援をいう。)、指定介予防サービ

ス(法第脇条第1項に規定する指定介予防

サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密

着型介予防サービス(法第54条の2第1項

に規定する指定地域密着型介予防サービ

スをいう。以下同じ。)若しくは指定介予

防支援(法第卵条第1項に規定する指定介

予防支援をいう。)の事業又は介護保険施設

若しくは指定介護療型医療施設の営(第

83条第7項において「指定居宅サービス事業

等」という。)1こついて 3年以上の経験を有

する者でなけれぱならない。

条例(改正案)

宅介支援をいう。)、指定介予防サービ

ス(法第53条第1項に規定する指定介護予防

サービスをいう。以下同じ。)、指定地域密

着型介護予防サービス(法第54条の2第1項

に規定する指定地域密着型介護予防サービ

スをいう。以下同じ。)若しくは指定介予

防支援(法第58条第1項に規定する指定介

予防支援をいう。)の事業又は介保険施設

若しくは指定介護療型医療施設の運営(篁
83条第7項及ぴ第193条第8項において「指

定居宅サービス業等」という。)1こついて3

年以上の経験を有する者でなけれぱならな

い。

従者の数)

定ハ規多型居宅介の事部

を行う者似下「指定小規模多能型宅介

事業者」という。)ξ当該事を行う事業

所(以下 r指定門・多機型居宅介護事

所」という。)ごとにべき指定門規多

型宅介の提供に当たる業者(,下

「小規機型宅介従業者」という。)

の員数は、夜間及深夜の時間以外の時間

帯に指定小規多機能型宅の供に

たる1規襖多機能型居宅介従業につ

、ては、換算方法で、通、サービス燈

録者(指定小多型居宅介護を利用す

るたに指定J 多 宅事業

所に録を受けた者をいう。以下一のにお

いてじ。)を定小規模多能型宅介

業所に通わせて行う小規模多機能型居宅

介をいう。'下このにお、て同じ。)の

供に当たる者をその利用(当鮫指定小規

樓多機型居宅介事業者が指定介艘防

小規多機居宅介護事業者(定地城密

型介予防サービス基準条例 45条 1

項に規定する定介棲予防小規多型

居宅介事者をいう。以下この章において

同じ。)の指定を併せてけ、かつ、指定小

規多型居宅介護のと指定介_予

防小規多機能型居宅介護(指定地城密型

(従集の員数)

定小規多型居宅介慶の事83

を行う者(以下 r 定0規多型居宅介

事者」と、う。)が当事業を行う事

所(以下「定1 模多機型居宅介護事

所」という。)ごとにくべき指定J」規多

機能型居宅介の提供にたる従者(以下

「小多機型宅介護従業者」という。)

の員数は、夜間及 の時閻以の時

に指定門規多,能型居宅介の供に

当たる小多機居宅介護従業者につ

いて、勤換算方法で、通いサービス(

者(指定小多機能型宅介護を用す

るために指定小規多機能型宅介事業

所に録を 1たをいう。以下このにお

いてじ。)を定小規模多機型宅

事所にわて行う1規模多型居宅

をう。以下この章にお、て伺じ。)の

にたる者をその利者噛指定小規

多機能型宅介事業者が指定介予防

小規多機型居宅介事業(指定地城密

着型介朧予サース条例 45条 1

に規定する定介予小規模多機能型

居宅介護事業を、う。以下この章にお、て

同じ。)の指定を併せてけ、かつ、定小

規多機能型宅介護の事業と指定介予

防小規模多機型居宅介(指定地城密型



条例(現行)

介腰予防サービス準条例第44条に規定す

る指定介護予防小規多機能型居宅介桂を

いう。以下このにおいて同じ。)の事業と

が同一の事所に'し、て一体的に営され

ている場合にあつては、当該所における

指定小規模多機能型居宅介體又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介簾の利用者。以下

二の節及ぴ次において同じ。)の数が 3 又

はその数を増すごとに1以上及ぴ訪サー

ビス(小規模多機能型居宅介護従業者が録

者の居宅を訪し、当骸居宅において行う少

宅( 7 に規定する本

体事所である指定小規模多型居宅介

護事業所にあつては当該本体事所に係る

同項に規定するサテライト型指定小規模多

機能.型宅介霞事所の登録の居宅にお

いて行う指定小規多能型居宅介護を、同

に規定するサテライト型指定小規模多

型居宅介襲事集所にあつては当サテラ

イト型指定ハ規模多型居宅介護事業所

に係る同に定する本体事業所盈互当該

本体事所にる他の同に規定する堂乞

宅ート 1

駈の登録者の居宅に'いて行う定小規模

多能型居宅介を含む。)をいう。以下こ

の章において同じ。)の提供に当たる者を 1

以上とし、夜間及ぴ深夜の間帯をじて指

定小規椣多機型居宅介護の提供に当二る

小規模多能型居宅介業者については、

夜間及ぴ深夜の勤務(夜間及ぴ深夜の時間帯

に行われる務(宿直勤務を除く。)をいう。

第5 において同じ。)にたる者を 1 以上

及ぴ宿直勤務に当たる者を該宿勤務に

必要な数以上とする。

条例(改正案)

介予防サービス条例第44条に規定す

る指定介護予防小規多機能型居宅介護を

いう。以下このにおいて同じ。)の事業と

が同一の事業所において一的に運され

ている場合にあつては、当該事業所における

指定小多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規多機能型居宅介護の利用者。以下

この節吸び次節において同じ。)の数が 3 又

はそのをすごとに1以上及ぴ間サー

ビス(小規模多機型居宅介慶従業者が登録

者の居宅を訪間し、当該居宅にお、て行う少

宅( 7 に規定する本

体事業所である指定小規模多機能型居宅介

護所にあつては当該本体事業所に係る

同に規定するサテライト型指定小規模多

型居宅介事業所の録者の居宅にお

、て行う指定小規模多機能型居宅介餓を、同

項に規定するサテライト型指定小規模多

能型居宅介護事業所にあつては当サテラ

イト型指定小規模多機型居宅介護事業所

に係る同に規定する本体事業所並びに当

該本体事業所に係るの同項に規定する堂
宅ト 1

193 サーー8 に

ト 1、

駈の登録者の居宅にお、て行う指定小模

多能型居宅介を含む。)をいう。以下二

の章において同じ。)の提供に当たる者を 1

以上とし、夜間及び深夜の時間を通じて指

定小規模多機能型居宅介の供に当たる

小規模多能型居宅介護従者についてま、

夜間及ぴ夜の勤務(夜び深夜の時間帯

に行われる勤務(宿勤務をく。)をいう。

第5 に'いてじ。)1こ当たる者を 1以上

及ぴ宿直勤務に当たる者を当該宿勤務に

必要な以上とする。

2~5 (略)

6 次の表の左にげる場合において、前各

項に定める人にする基準を満たす小規

模多機能型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄にげる施設等の人に関する基

~5 (略)

次の表の左欄にげる場合において、前各

に定める人にする基準を満たす小規

模多能型居宅介護従業者を置くほか、同表

の中欄に掲げる施設等の人員に関する基準



条例(現行)

を満たす従者をいているときは、同表の

右に掲げる当該小規模多機型宅介

従者は、同の中二掲1る施設等の職務

に従事する二とができる。

当指定指定認知介護職

小規模多症対応型

型居共同生活

宅介護事介事

業所に中所、指定地

に掲げ城密型

る施設特定施設、

の、ず指定地城

かが併設密着型介

されて、桂老人

る場合 祉施設冬

佳指定介

纏養型

医施設

(賑法

(和23

年法第

205 )フ

条 2項第

偶に規定

する養

病床を

する診

所である

ものに限

る。 L

条仰1(改正案)

を満たす従者をいているときは、同表の

右に掲げる当該4規多機能型居宅介

従者ま、同表の中に掲げる設の務

に従することができる。

当該指定定知介護職

小規模多症応型

機能型居共同生活

宅介事介事業

所に中所、指定地

に掲げ密型

る施等定施、

のいれ定

かが併設密型介

されてい護老人福

る場合 祉設高_

指定介護

養型医

療施設(医

法(和

23年律

206 )

第7条第2

第4号に

規定する

養病床

を有する

診療所で

あるもの

に限る。乞

冬住介鰹

匿療院

(略) (略) (略)

1 の規定にかかわら、サテライト型

指定小規模多機型居宅介事業所(指定小

規多機能型居宅介體所であつて、指定

居宅サービス業その他の保健医又は

祉にする事について3年以上の経験を

有する指定小規模多能型居宅介膝事者

又は指定簾小規模多機型居宅介護

(略) (略) (略)

7 1 の定にか、わらず、サテライト型

指定小規多機型居宅介護事業所(指定小

規模多機型居宅介業所であって、指定

居宅サービス事その他の保健医又は

福祉にする事にっいて3年以上の経験を

有る指定小規多機能型居宅介護

又は指定肴餓小規多機能型居宅介業



条例(現行)

者により設される当指定小規多機能

型居宅介護所以外の指定小規多機能

型居宅介護事所又は指定肴護小規模多機

能型居宅介餓事所であつて当該指定11規

多機型居宅介護事業所に対して指定小

規模多機型居宅介護の供に係る支援を

行うもの(望.l r本体事所」という。)との

密接な連携の下に運されるものをいう。以

下同じ。)1こ置くぺき訪間サービスの提供に

当たる小規模多能型居宅介縫従業者につ

いては、本体事業所の職により当該サテラ

イト型定小規多機能型居宅介護事所

の登録者の処'が適切に行われると認めら

れるときは、1人以上とすることができる。

条例(改正)

者により設される当該指定小規多機能

型居宅介護所以外の指定小規多能

型居宅介護所又は指定看護小規多

能型居宅介餓事所であつて骸定小規

多型居宅介體業所に対して指定小

規多能型居宅介の供に係る支援を

行うもの(以下この章において「本体事業所」

という。)との密接な連携の下に営さる

ものをいう。ユ下同じ。)にくべき問サ

ービスの供に当たる小規模多機型居宅

介護従業者については、本体事業所の職に

より当該サテライト型指定小規模多機館型

居宅介裟事所の登録者の遇が適切に行

われると認められるときは、1 人以上とする

ことができる。

~13 (略)8~13

(管理者)

84条(略)

2 (略)

3 前2 の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター(老人法 20

条の2の2に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。)、介纏老人保健施

設、指定小模多能型居宅介護事業所、指
定認知症対応型共同生活介簾事業所、指定

合型サービス事集所(第 193 条に規定する指

定複合型サービス事業所をいう。次条におい

て同じ。)等の従者又は訪間介腰員等(介簾

祉士又は法 8条第2項に規定する政令で

定める者をいう。次条、第112条 2項、第

113条及ぴ 195条において同じ。)として 3

年以上認知症であるの介俊に従事した経

験を有する者であつて、厚生労大臣が定め

る研を修了しているものでなけれぱなら

ない。

(略)

(理者)

第84条(略)

2 (略)

3 前2 の管理者は、特別養護老人ホーム、

老人デイサービスセンター(老人祉法第20

条の2の2に規定する老人デイサービスセン

ターをいう。以下同じ。)、介護老人保健施

、指定小規模多能型居宅介

事集所、指定認知症対応型共同生活介護事

所、指定複合型サービス事業所(第 193 条

に規定する指定複合型サービス事所をい

う。次条において同じ。)等の従業者又は訪

間介僅等(介護福祉土又は法第8条 2

に規定する政令で定める者をいう。次条、第

112条第2 、 113条及ぴ第195条におい

て同じ。)として 3年以上認知症である者の

介護に従事した経験をする者であつて、厚

生労大臣が定める研修を了しているも

のでなけれぱならない。

(指定小規模多機能型居宅介護事者の代表

者)

第舗条指定小規模多機能型居宅介硬事業者

の代表者は、特別養護老人ホーム、老人デイ

指定小模多機能型居宅介護事業者の代表

者)

舗条指定小模多機型居宅介事業者

の代表者は、特別養優老人ホーム、老人デイ



条例(現行)

、指定サービスセンター、老人

所、指定認知症小規多能型居宅介

所、指定合型サー対応型共生活介

ビ事業所等の従、訪問介 として

認知症である者の介腰に従事した経験を有

する者又は保健医サービス若しくは祉

サービスの経営に携わつた経を有する者

であつて、厚生労働大臣が定めるを修了

しているのでなけれぱならな、。

(協力医療機関等)

第104条(略)

2 (略)

3 指定小規模多機能型居宅介事業者は、サ

ービスの提供体制の確保、夜間における緊急

時の対応等のため、介餓老人福祉施設、介塗

老人保健施設、病院等との間の連携及ぴ支援

の体制を整えなけれぱならない。

条例(改正案)

サービスセンター、 老人

^、定小規 能型居宅介畷

所、指定認知症対応型共生活介護事所、

指定複合型サービス事所等の従業者、訪間

介等として知症である者の膝に従

した経をる又は保医サービ

ス若しくは福祉サービの経に携わつた

経を有するであつて、厚生労働大臣が定

める研を了しているものでなけれぱな

らない。

イサービスセンター、

(理者)

112条(略)

2 共同生住居の理者は、適切な指定認知

症対応型共同活介を供すこめに必

ぴ経験し、特別養老人ホー要な

ム、老人デイサービスセンター、 人

健施設、指定認知症対応型共生活餓事

所等の従業者又よ訪間介膝員等として、3年

以上認知症である者の介護に従事した験

を有る者であつて、厚生労働大臣が定める

研を了しているものでょけれ士ならな

し、。

(協力医療機関等)

第104条(略)

2 (略)

3 指定小規模多機能型居宅介腰業者は、サ

ービスの提供体制の確保、夜間における緊急

時の対応等のため、介蔑老人福祉施設、介餓

老人保健施設、介蔑医療院、病院等との間の

連携及び支援の体制を整えなけれぱならな

い。

(管理者)

112条(略)

2 同生活住の管理者は、切な指定知

症対応型共同生活介を供するたに

要な知及ぴをし、特別養護老人ホー

ム、老人デイサービスセンター、 人

、定認知症対応型共同

生活介簾事集所の従 は介護

等として、3年以上認知症であるの介鰹に

従事しこを有する者であつて、厚生労

大臣 t定める研修を修了して、るものでな

けれ1 ゛らな、。

指定認知症対応型共同生活介事者の代

者)

113条指定認知症対応型共同生活介事業

者の代者1、特別體老人ホーム、老人丁

イサービスセンター、 人 、

定認知症対応型共同生活介事業所等の従

業者若しくは間介 として、認知症で

(指定認知症対応型.共同生活介事業者の代

者)

第113条指定認知症対応型共同生活介事業

者の代表者は、特別養護老人ホーム、老人デ

、指定認知症対応型共同生活介護

所等の従業者若しくは訪問介膜等とし



条例(現行)

ある者の介腰に従し二経を有する者又

は保医サービス若しくは福祉サービス

の根供を行う事業の経営二携わつた経験を

有する者であつて、厚生働大臣が定める研

を修了しているものでなけれぱならない。

(指定認知症対応型共同生活介護の取扱方針)

第118条(略)

2~4 (略)

5・6 (略)

フ(略)

(新設)

条仰1(改正案)

て、認知症である者の介護に従した経験を

有する者又は保医療サービスしくは福

祉サービスの提供を行う事の経営に携わ

つた経験をするであつて、厚生労働大臣

が定める研を修了しているものでなけれ

ぱならない。

(指定認知症対応型共同生活介の取扱方針)

第118条(略)

2~4 (略)

5・6 (略)

フ(略)

8 指定認知症対応型共同生活介體事業者は、^

身体的拘東の適正化を図るため、次にげ

る措置を講じなナれぱならない。

(わ身体的拘東等の適正化のための対策

を検討する会を3月に1回以上催

するととに、その果につ、て、介護

従業者その他の従業者に周知徹底を図る

こと。

(2)身体的拘東等の正ヒのための指針

を備すること。

(3)介護従業その他の従業者に対し、

身体的拘東の正化のための研修を定

期的に実施すること。

9 (略)

職及ぴ介護職は、

(略)

(協力医療機関等)

第126条(略)

2 (略)

3 指定認知症対応型共同生活介餓業者は、

サービスの提供体制の確保、夜間における緊

急時の対応等のため、介簾老人福祉施設、介

護老人保健施設、病院等との間の連携及び支

援の体制を整えなけれぱならない。

(従業者の数)

第131条(略)

2・3 (略)

4 第1項第2号の看護職員及ぴ介護職員は、

^

(協力医療機関等)

第126条(略)

2 (略)

3 指定認知症対応型共同生活介腰事業者は、

サービスの提供体制の確保、夜間における緊

急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介
護老人保健施設、介護医療院、病院等との間

の連携及び支援の体制を整えなけれぱなら

ない。

(従者の数)

第131条(略)

2・3 (略)

4 第 1 項第2 号の

66
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条例(現行)

主として指定地城密型特定施設入居者生

活介護の供に当たるものとし、膜職及

び介腰職のうちそれぞれ1人以上は、常

の者でなけれ1 ならよい。ただし、サテライ

ト型特定施設(当該施を設しようとする

者により設される当該施設以外の

人保健施設又は病院しくは診所であつ

て該施設に対する支能を有るもの

(以下この章において「本設」と、う。)

との密接な携を確保しつつ、本体施設とは

別の場所で運される定地密型特定

施設をいう。以下同じ。)1こあつて*、常

換方で1以とする。

5・6 (略)

7 第1項 1号、第3号及び第4号並びに前

の規定に、から、サテライト型特定施

設の生活談、訓指員又1計回作

成担当については、次に掲ナる本体施の

合は、次の各にげる区分にじ、当

に定めるによノ当サテライト型

定施の入者の処'が適切に行われる

と認められるときま、ーを置かないことξ

できる。

(1)介腰老人保施 支相談員、

学法士しは 士又ま介

援専門

(2)(略)

(新設)

8~10 (略)

条例(改正案)

主として指定地城密型特定施設入居者生

活介の提供に当たるものとし、職員及

ぴ介 のうちそれれ1人以上は、常

のでなけぱよらない。ただし、サテライ

ト型特定施設(当施設を設しようとする

者により設置さる骸施設以外の

又は病院若しくは診人

所でて当該施設に対する支 を

有するもの(以下この章において「本施設」

という。)との密接な携を確保しつつ、

体施設とは別の所で運される指定地域

密着型特定施設をいう。以下同じ。)1こあつ

て1、常換方法で1以上とる。

5・6 (略)

7 第1 第1号、第3号及ぴ第4号並ぴに前

の規定にかかわらず、サテライト型特定施

の生活相員、能訓練指又は計回作

成担当者については、次にげる本施設の

合1、次の各に掲げる区分に応じ、該

各に定めるにより当鮫サテライト型

特定の入居者の処'が切に行わる

と認められるときは、こを置かな、ことが

でる。

支援相誠員、理0 介護老人保施

法士 士 し 1

圭又は介支授専門

(2)(略)

3 介護医院介膿支援専門員

8~10 (略)

(指定地域密着型特定施設入居者生活介

取扱方針)

第139条(略)

2~3 (略)

4・5 (略)

6 (略)

(新設)

(指定地域密着型特定施設入居者生活介腰の

取扱方針)

第139条(略)

2~3 (略)

4・5 (略)

6 (略)

7 指定地域密着型特定施設入居者生活介體

業者は、体拘東の適正化を図るため、

次にげる措置を講じなけれぱならない。

体的拘東等の適正化のための対策a)

を検討する委員会を3月に 1回以上開催

理
支



条例(現行)

(略)

(従業者の数)

第153条(略)

2 (略)

3 指定地域密型介餓老人福祉施設の従者

は、専ら当該指定地城密着型介護老人福祉施

設の職務に従事する者でなけれぱならない。

ただし、指定地城密着型介餓老人福祉施設

(ユニット型指定地域密着型介餓老人祉施

設(第 180 に規定するユニット型指定地城

密型介膜老人祉施をいう。以下この項

にいて同じ。)を除く。以下この条におい

て同じ。)ユニット型指定介人祉

施設(市定介護老人祉施設の人員、

設備及び運営にする基等を定める条例

(平成 24年崎市条例第48 号Σ第 44条に規

定するユニット型指定介護人福祉施設を

いう。Σを併設する蝿貪又は指定地域密型

介護老人福祉施盈登ユニット型指定地

密着型介艇老人祉施を併設するの

介護職員及ぴ肴職陣189条 2 の規

定に基づき配置される看護員に限る。)を

除き、入所者の処遇に支障がない合ま、こ

の限りでない。

条例(改正案)

するとともに、その結果について、介

職員その他の従業者に周知徹底を図る二

と。

②身的拘東の正化のための指針

を整すること。

(3)介護職その他の従者に対し、身

体的拘東等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。

(略)

(従者の数)

第153条(略)

2 (略)

3 指定地域密型介護老人福祉施設の従業者

は、ら当骸指定地密型介護人施

設の職務に従事する者でなけれぱならない。

ただし、定地域密型介護老人福祉施

(ユニット型定地城着型介護老人福祉施

(第 180 条に規定するユニット型指定地城

密型介纏老人祉施設をいう。以下この

において同じ。)を除く。以下この璽におい

て同じ。)!三ユニッ指定介護老人祉施

設(崎市指定介護老人福祉施設の人員、設

備及ぴ運にする基等を定める条例(平

成24年長市条例第48号。以下「指定介棲

と、'第U条に人

規定すユニッ型指定介護老人祉施設

をいう。P このにいてじを併設

するの地 人

老人

2のにづ53

又は指定地城密る こ

着型介護老人福祉施設Eユニット型指定地

城密着型介老祉施設を併設する堤貪
ぴユ老

びユニ゛ト

び

の

人ト゛

の介護職及び護職員( 189条第2 の

規定にづき配置される護職員に限る。)

を除き、入所者の処遇に支障がない合は、

この限りない。

人

7
一

の
二



条例(現行)

4 第 1項第 1号の規定にかかわらず、サテラ

イト型居.施設(当施 しようと

るによりされる当該施設,外の定

介纏人福設、指地域密型介老人

福祉施設(サテライト型住施設ある指定

地城密型介人祉施を除く。第8項

第及 17項、 154条第1 第6号

並ぴに肌条項第3号1、お、て同じ。)、

又は病院しくま診所人

であつて当該、にする支 を有す

るの(以下この章に'いて r本施」と

いう。)との密接携を保しつつ、本

施とは別の所で運される指定地密

介人祉施を、う。メ下同し。)

の医師につ、は、 の医師こより

サテライト型居住施の入の

理が切にーわると認めらるときは、こ

を置寸、ことがでる。

5~フ()

8 1第2

規定に

生活

条例(改正案)

4 第1 第1号の規定1一かかわらず、サテラ

イト型居住設(当該施設をしようとす

る者によりされる 設以の指定

介餓福祉施設、指定密型介老人

福祉設(サテライト型住施でる指

地域型介護老人祉施をく。 8

第1 及ぴ第17項、 154条項第6号

並に 182条第1 3号1一おいて門じ。)、

又は病し

くは所であつて施設に対する支

機能を有るの(以下こ章に'、て本

体設」という。)との密接なを確し

つつ、本体施とよ別の場所で運される指

定地 型介人祉をいっ。以下

同じ。)の師について、本 の医師

により当該サテライト型居住の入所者

の管理が切に行わると認められる

ときは、 、よいこξでる。こ

5~フ(

及ぴ から 6号までの

ら、テライト型居住の、、

談員、栄養士、機訓指員又は介

援専門について、次に掲げる本体

の合、次のに 1る区分1一し、

該,各に定める員にノ当該サテライ

ト型居住施の所の処遇がこわ

れると認めらるときは、こを貴、ないこ

とができる。

n (略)

保施設 支援 談員、栄(2)介

養"士、 理学法,士し は. 士又

は介 支専門員

(略)(3)

(新設)

老人福祉施設

(サービス提供困難時の対応)

第 155 条指定地域密型介

第4 か'第6 までの2

規定こかかわらず、サテーイト居住の

活員、士、訓練指導又は介

支専門について含、次1掲1る施

の場合、次の号に掲げる区にじ、

当該号こ定める員により当サテライ

ト型居住施の入所者の'が適物にーわ

れると認められると_1 一を、な、こ

とができる。

(1)(略D

②介纏人保健施設支 員、

養士、理学法士 し

士又は介支援専門員

3)(略)

"L 医院栄養士又は介餓支専
門員

9~13 (略)

14 (略)

15~17 (略)

9~3 (略)

14 (略)

15~17 (略)

69

(サービス提供困難時の対応)

第 155 条指定地域密着型介 老人福祉施設
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条例(現行)

は、入所申込者が入院治療を必要とする場合

その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を

提供することが困難である合は、適切な病

院若しくは診療所又は老人健施を

紹介する等の適切な措置を速やかにじな

けれぱならない。

(指定地域密着型介

活介護の取扱方針)

第159条(略)

2・3 (略)

4・5 (略)

6 (略)

(新設)

条例(改正案)

は、入所申込者が入院治療を必要とする場合

その他入所申込者に対し自ら適切な便宜を

提供することが困難である合は、適切な病

院若しくは診療所又は介腰老人保健施設若

を紹介する等の適切な措しくは

を速やかに講じなけれぱならない。

老人福祉施設入所者生 (指定地域密着型介老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針)

第巧9条(略)

2・3 (略)

4・5 (略)

6 (略)

7 指定地域密型介腰老人福祉施設は、身体

的東等の正化を図るため、次に掲げる措

を講じなけれぱならない。

(1)身体的拘東等の適正化のための対策

を討する委員会を 3月に 1 回以上

するとともに、その結果について、介護

そのの従業者に周知徹底を園るこ

^

(略)

(新設)

と。

的拘東の正化のための指針(2)

を整すること。

(3)介職員そのの従者にし、身

体的拘東等の適正化のための研修を定

的に実施すること。

(略)

(運営規程)

第リ0 条指定地域密着型介老人福祉施設

は、次に掲げる施設の運営についての重要

(緊急時等の対応)

篁」'1全四」指定地域密箔型介纏老人福祉施
設は、現に指定地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護の提供を行っているときに

入所者の病状の急変が生じた場合その他必

要な場合のため、あらかじめ、第巧3条第1

項第1号に掲げる医師との連携方法その他の

緊急時等における対応方法を定めておかな

けれぱならない。

(運営規程)

第 170 条指定地域密蔚型介護老人福祉施設

は、次に掲げる施設の運営についての重要事

7
一



条例(現行)

項に関する規程を定めなけれぱならない。

(1)~(5)(略)

(新設)

(6)・'1L (略)

(指定地域密着型介

活介護の取扱方針)

第184条(略)

2~5 (略)

6・フ(略)

8 (略)

(設)

老人福祉施酘入所者生

条例(改正案)

項に関する規程を定めなけれぱならない。

(1)~(5)(略)

(6)緊急時等における対応方法

(フ)・(8)(略)

^

^

(指定地域密着型介老人福祉施設入所者生

活介護の取扱方針)

第184条(略)

2~5 (略)

6・フ()

8 (略)

9 ユニット型指定地城密型介餓人福祉施^

設は、体東等の正化を図るため、次

にげる置を講じナけれ1 ならな、。

的拘東の正化のための対策a)

を る会を3月に1回上開催

するとともに、その結果にっいて、介護

職員その他の者に周知を図るこ

と。

体拘東の正化のための指針(2)

を るーと。

介護そのの従者に対し、身(3)

体的 東等の正化のための研を定期

施すること。的に

10 (略)

(運営規程)

第188条ユニット型指定地域密着型介餓老人

福祉施設は、次に掲げる施設の運営につぃて

の要項に関する規程を定めなけれぱな

らない。

(1)~(6)(略)

'1L 緊急時等における対応方法

(8)・」旦L (略)

(略)

(運営規程)

第188条ユニット型指定地域密着型介老人

福祉施設は、次に掲げる施設の運営につぃて

の要事項に関する規程を定めなけれぱな

らない。

(1)~(6)(略)

(新設)

(フ)・(8)(略)

(従者の数等)

第193条指定看護小規多能型居宅介の

事業を行っ者以下「指定看 11規模多能

型居宅介事」という。)が当該業を

行う事業所(以下 r指定護小規模多機能型

居宅介護業所」という。)ごとにくべき

(業者の員数等)

193条定看小規模多機能型居宅介護の

業を行う者以下「指定小規多機能

型宅介鍍事」という。)が当該事業を

う事業所('下 r指定護小規模多能型

居宅介護業所」という。)ごとにくへき

^

^

9
幽



条例(現行)

指定看小規多機能型居宅介護の提供に

当たる従業者(以下「護小規棋多能型居

宅介慶従業者」という。)の数は、夜及

に指定小夜の時間帯以外の

規模多能型居宅介の提供に当たる護

小規模多能型居宅介業者につ、ては、

常勤換算方法で、通いサース(登録者(指定

簾小規模多機能型居宅介護を利用するた

めに指定看體小規模多機能型居宅介護業

所にを受けたをいう。以下同じ。)を

指定棲小規多機型居宅介護事業所に

通わせて行う指定看桜小規模多機能型居宅

介護をいう。以下同じ。)の提供にたる者

をその利用者のが3又はその端を増すご

とに1以上及ぴ訪サービス(看小多

型居宅介従力登の居宅を訪

問し、当骸居宅においてう指定看ハ規模

定看多機型居宅介膜」本体事業所で

護小規多能型居宅介事業所にあつて

は該本体事所にるサテライト型指定

小規模多機能居宅介護事業所又含サテラ

宅ト 1、

の登録者の居宅において行う定

看門規模多機能型居宅介護をむ。)をい

う。以下この章において同じ。)の提供に当

たる者を2以上とし、夜及び深夜の時間

を通じて指定看護小模多能型居宅介護

の提供に当たる看護小規模多能,型居宅介

従者についてぱ、夜間及ぴ深夜の勤務

(夜間及ぴ深夜の時間帯に行われる勤務(宿

直勤務を除く。)をいう。第 6 において同

じ。)に当たる者を 1 以上及び宿直勤務に当

たる者を当宿勤務に要な数以上とす

る。

条例(改正案)

指定護小規多機能型居宅介體の提供に

当たる従者(以下「腰小規多機能型居

宅介護従者」という。)の数は、夜及

ぴ夜の時以外の時間に指定看體小

規多機能居宅介の供に当たる護

小多機能型居宅介膝業者については、

常換算方法で、通いサービス(登録者(指定

看護小規多機能型居宅介を利用するた

めに指定護小規模多機能型居宅介護事業

所に登録をけたをいう。以下同じ。)を

指定看護11規模多機能型居宅介護事業所に

通わせて行う指定着小規模多機能型居宅

介をいう。以下同じ。)の提供に当たる者

をその利用の数が3又はその端数をすご

とに 1 以上及ぴ訪サービス(看 1 規多

能型居宅介従業者が登録者の居宅を

し、当該居宅において行う定看餓小規槙

多能型居宅介膿韶 こ

本体事業所である指定肴小規模多能型

居宅介事所にあつては当本体事業所

に係るサテライト型指定小多能型居

宅介護事所ぴ

ービス 45 7 こ

サーート

ト

J、

とい'

6

J、

の

宅

i

に'いて「サーー

宅

8に

1、で

る

1」、

ぴに

1

つて1

つては

サーー

宅

宅

サーー

ト

ト

サーー

型宅」、

者の居宅において行う指定看護小

の

72

83

ト

ト

J、

ぴ

の

7

ト
登

二

二

一
、

こ

二

二

の
模

こ

こ

こ7

こ

こ



条例(現行)

2~5 (略)

6 宿泊サービス(者を指定零小規多

能型居宅介事所に宿泊させて行う指

定看護小規樓多能型居宅介護'本体事所

である指定着護小規多機型居宅介

業所にあつては、当該本体業所に係るサテ

ライト型指定小規多能型居宅介艇事

条例(改正案)

多機能型居宅介を含む。)をいう。以下こ

のにおいて同じ。)の提供に当たる者を 2

以上とし、夜間及び深夜の時間を通じて指

定看慶門規多機能型居宅介の供に当

たる小規多機能型居宅介従業に

ついては、夜及ぴ夜の勤務(夜間及ぴ深

夜の時間に行れる勤務(宿勤務を除

<。)をいう。第6 においてじ。)1こ当た

る者を1以上及ぴ宿直勤務に当たる者を当該

宿勤務に必要な数以上とする。

~5 (略)

宿泊サービス(録者を定看護小規模多

機型居宅介護事業所に宿泊させて行う指

定看小規模多機能型居宅介護(第部条第7

本体事所である指定看小に

規模多能型居宅介事業所にあつては、当

該本体事所に係るサテライト型指定小規

多機能型居宅介事所又は_そ二'上所又はサーー

の登録者の心の状

況をし、その処'に支障がない場合に、

当該登録者を該体事業所に宿泊させて

行う指定看護小規多機型居宅介護を含

む。)をいう。以下同じ。)の 1用者がい'い

合であつて、夜び深夜の時帯を通じ

て利用者にして訪サービスを供る

ために必要な絡体制をしているとき

は、第1項の規定にか、らず、夜閲及ぴ

夜の時間をじて夜及ぴ深夜の勤務

びに直勤務に当たる看護小規模

居宅介業者を置かないことができる。

ト

宅 の登者の心

身のをし、その処'に支障がない

型合に、当該者を当該本体事業所に宿泊さ

せて行う定看護小規模多機型居宅介護

をむ。)をいう。以下同じ。)の利用者がい

な、合であつて、夜間及ぴ深夜の時間帯を

じて利用者にして訪サービスを供

するために必要な連絡体制を整して、る

ときは、 1項の規定にかかわらず、夜間及

ぴ深夜の時間帯を'じて夜間及び深夜の勤

務並に宿勤務に当たる體小規模多

型宅介護従者をかないことができ

る。

7 指定小規多機型居宅介膝事所に 7 指定護小模多機能型居宅介護所に

次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設次の各号のいずれかに掲げる施設等が併設

1、

の

カサ

J

の1

、

の

で

.

せて

ぴ8

門、

し

つ ま

の

J、

宅

1、

73

こ

こ

一
、

二

こ

こ

こ



条例(現行)

されている合において、前各項に定める人

に関する基準を満たす護小規模多能

型居宅介従業者をくほか、当該各号に掲

げる施設の人に関するを満たす従

業者をいているときは、瀕護小規多

能型居宅介護従者は、当該号に掲げる

施設の職務に従事することができる。

(1)~(4)(略)

(設)

(新設)

条例(改正案)

されている場合において、前各項に定める人

に関する基を満たす護小規多機能

型居宅介纏従者をくほか、当該各号に掲

げる施設等の人に関するを満こす従

をいているときは、当該小規椣多

機能型居宅介護従業者は、当該各号に掲げる

施設等の職務に従することができる。

(1)~(4)(略)

'且_介纏医院
8 第 1 の規定にかかわらず、サテライト型
^

定護小規模多機能型居宅介護事業所(利

用者又はその家族等から話等により

に関する意見を求められた場合に常時対応

し、利用者に対し適切な護サービスを提供

できる体制にある指定護小規模多機能型

居宅介纏業所であって、指定居宅サービス

業等その他の保健医又は福祉に関する

事業について3年以上の経験有する定看

護小規多機能型居宅介護業者により設

置される当該指定看護小多機能型居宅

介護業所以外の指定看護小棲多機型

居宅介體事業所であって、当指定看護小規

棋多機能型居宅介業所に対して定看

護小規多機能型居宅介諺の提供に係る支

を行うもの(以下この章において「本体事

業所」という。)との密接な連携の下に運営

され、利用者に対し適切な護サービスを

供できる体制にあるものをいう。以下同じ。)

に置くぺき訪サービスの供に当たる

餓小規模多機能型居宅介護従者について

は、本体事業所の職により当該サテライト

型定護小規多機能型居宅介膝所

の録者の処'が適切に行われるとめら

れるときは、 2人以上とすることができる

9 1 の規定にかかわらず、サテライト型

指定護小規模多能型居宅介事業所に

ついては、夜間及ぴ深夜の時帯をじて本

体事業所において宿直勤務を行う看護小規

模多機能型居宅介纏従者により当該サテ

ライト型指定護小規模多能型居宅介護

所の登録者の処遇が切に行われると

^(新設)



(新設)

条例(現行)

(略)

条例(改正案)

認めらるときは夜及ぴ深夜の時帯を

勤務を行う小規多機型じて

居宅介護従者をかないことが、きる。

10 第4 の規定こかからず、サテライト型^

指定護小規多機能・型居宅介事所に

ついて1、職の数は常換算方法で

1以上とする。

11・ 12 (略)
^

13 第 11 の規定こか、わらず、サテライト

型指定護小規模多機型宅介事業所

についてま、本事業の介護支門員に

より当該サテライト型定看護小規棲多

能居宅介事所の登録に対して宅

サービス計画の作成ξ適切に行るとき

ま、介護、援門員1、代えて、看 11規模多

能型居宅介計画の成に専ら従事する

前の別に厚生労大臣が定める修を

了して、る者( 201条にあ、て r 了

者」という。)を置くこと tできる。

14 (略)

(指定護小規

代表者)

10̂ (略)

^

(管理者)

194条

(新設)

^

多機能型居宅介事者の

三並望の理者は、特別養老人ホーム、老
人デイサービスセンター、介簾老人.保健施

鰍、指定小規模多能型宅介農業所、指

定認知症対応型共同生活介事業所、指定複

合型サービス事所の従業者若しくは訪

間介員として3年以上認知症である者の

介護に事し二を有する者であつて、厚

生労働大臣が定める研を修了しているも

の又は保健師若しくは看膝師でなけれな

らない。

^

(管理者)

19 条(略)

2 前項本文の規定こかかわらず、指定看護小

模多型宅介事業所の管理上支障

がな、場合は、サテライト型指定護小規

多機型居宅介簾事業所の管者は、体事

業所の理をもって充てることができる。

1 の は、特 1養護老人ホー 、

老人デイサービスセンター、介纏老人保健施

設、介護医療院、定小規模多機能型居宅介

畷事業所、指定知症応型共同活介護事

所、指定複合型サービス事所等の従業者

若しくは訪介護員として3年'上認知症

であるの介股に従事した経を有する者

であつて、厚生労大臣が定める修を修了

ているもの又は保健師若しくは看師で

なけれならない。

^

(指定小規模多

代表者)

75

型居宅介 者の

9
一
噺

8
巨

3
-



条例(現行)

第195条定看護小規多機能型居宅介

の代表者は、特別養護老人ホーム、老人

デイサービスセンター、 人 、

指定小規多機型居宅介僅事所、指定認

知症対応型共同生活介護事所、指定合型

サービス所(指定複合型サービスの事業

を行う業所をいう。)等の従業者、訪介

護として認知症である者の介に事

した験をする者若しくは保健医サー

ビス若しくま祉サービスの経営に携わつ

た経を有する者であつて、厚生大臣が

定める研修を修了しているもの又は保健師

若しくは護師でなけれぱならない。

条停1(改正案)

第195条指定看小規多機型居宅介

業者の代表者は、特別養護老人ホーム、人

デイサービスセンター、介叢老人保健施設、

、指定小規模多 居宅介護

所、指定認知症対応型共同生活介餓業

所、指定複合型サービス事所(指定複合型

サービスの事を行う事所をいう。)等の

従者、間介簾等として認知症である者

の介に従事した経験を有する者若しくは

保健医サービス若しくは福祉サービスの

経に携わつた経験を有する者であつて、厚

生労働大臣が定める研を修了しているも

の又は保健師若しくは護でなけれぱな

らない。

利用定員

16 人

(登録定及び 1 定員)

196条指定看護門規模多能型居宅介凄事

所は、その定員(録者の数の上限を

いう。以下このにおいてじ。)を29人以

下とする。

2 指定看小規多機型居宅介護事業所

は、次の各号に掲ナるサービスの区分に応

じ、当肢各号に定める範囲内において、通い

サービス及宿泊サービスの利用定員(当該

指定暑護1 模多機型居宅介事所に

おけるサービスごとの1日当たりの利用者の

数の上限をいう。以下この章においてじ。)

を定るものとする。

(1)通いサービス登録定の 2分の 1

から15人(登録定が25人を超える指定

體小規多能居宅介 所に杢

つては、登定員に応じて、次の表に定

までめる

(登録定及び利用定)

196条指定看護小規多機能型居宅介纏事

業所よ、その登録定員(録者の数の上限を

いう。以下この章において同じ。)を29人(サ

ト 1、

76

にっては 18人以下とする。

2 指定看小規多機能型居宅介護事業所

は、次の各号にげるサービスの区分に応

じ、当該各号に定める範囲内に'し、て、'い

サービス及ぴ宿泊サービスの利用定員(該

指定俊小規模多型居宅介纏事業所に

おけるサービスごとの1日当たりの利用者の

数の上限をいう。以下この章において同じ。)

を定めるものとる。

a)通いサービス登録定員の2 の1

から15人(登録定員が25人を超える定

護小規模多能型居宅介護事業所に杢

つては登定員に応じて、の表に定め

る サーート 1

宅 にっては 12

豊録定

26 人又は27人

17 人

18 人

28 人

29 人

利用定員

16 人

17 人

18 人

Nまで

登録定

26 又は27人

28人

29人



条例(現行)

(2)宿泊サービス'いサービスの利用

定の3分の1から9人まで

(設備及ぴ備品等)

第197条(略)

2 前項に規定する設備の基準は、次の各号に

掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。

(1)(略)

(2)宿泊室

ア~エ(略)

(新設)

条例(改正)

(2)宿泊サービス通いサービスの利用

定の3分の1から 9人_(サテライト型

宅JJ、

所にあっては、6人)まで

(設備及び備品等)

第197条(略)

2 前項に規定する設備の基準は、次の各号に

掲げる設備の区分に応じ、当該各号に定める

とおりとする。

(1)(略)

(2)宿泊室

ア~エ(略)

オ指定看小規模多機能型居宅介
^

事業所が診療所である合であって、

当該指定看餓小規模多機能型居宅介

護の利用者へのサービスの提供に支

障がない合には、当該診療所が有す

る病床については、宿泊室を兼用する

ことができる。

3・4 (略)3 ・ 4

(看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護

小規模多機能型居宅介報告書の作成)

第201条指定看小規模多機能型居宅介事

業所の管理者は、 に看腰小規

模多機能型居宅介穫計画の作成に関する業

務を、看腰師等C隹體師を除く。第 9 項に

おいて同じ。)に看纏小規模多機能型居宅介

護報告書の作成に関する業務を担当させる

ものとする。

(略)

(準用)

第204条第 10条から第 14条まで、第21 条、

第23 条、第29条、第35条から第39条まで、

第41条、第42条、第43 条の 2、第印条の

2~10

(看護小規模多機能型居宅介腰計画及び看

小規模多機能型居宅介報告の作成)

第201条指定看小規模多機能型居宅介事

業所の管理者は、 193

第13 のにより 支 配

していないサテライト型指 11、

型宅 所にっては、研了

。以下二のにおいて同じ。)に看小規

模多機能型居宅介護計画の作成に関する業

務を、看師等C隹看護師を除く。第 9 項に

おいて同じ。)に看護小規模多機能型居宅介

報告書の作成に関する業務を担当させる

ものとする。

2~10 (略)

(準用)

第204条第 10条から第 14条まで、第21 条、

第23条、第29条、第 35条から第39 条まで、

第 41 条、第42 条、第43 条の 2、第 60条の

(略)



条例(現行)

11、第60条の 13、第印条の 16、第60条の

17、第部条から第引条まで、第94条から

第 96 条まで、第 98 条、第 99 条、第 101 条

から第105条まで及び第107条の規定は、指

定看護小規模多機能型居宅介の事業につ

いて準用する。この合において、第 10 条

第 1 項中「第 32 条に規定する運営規程」と

あるのは「第204条において準用する第 101

条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第 35 条中「定期巡回・随時対応型

訪問介護看従業者」とあるのは「看護小規

模多機能型居宅介護従業者」と、第 60 条の

11第2項中「この節」とあるのは「第9 第

4節」と、第60条の 13 中「地域密着型通所

介従業者」とあるのは「看護小規模多機能

型居宅介従業者」と、第60条の17第1項

中「地域密着型通所介について知見を有す

る者」とあるのは「看護小規模多機能型居宅

介について知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」と、「活動状況」とあるのは

「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活状況」上、第90条及び第98条中

「小規模多機能型居宅介護従業者」とあるの

は「看護小規模多機能型居宅介護従業者」と、

第107 条中「第83条第6項」とあるのは「第

193条第7項各号」とする。

条仰1(改正案)

11、第 60 条の 13、第 60 条の 16、第 60 条の

17、第部条から第 91 条まで、第 94 条から

第 96 条まで、第 98 条、第 99 条、第 101 条

から第105条まで及び第107条の規定は、指

定看小規模多機能型居宅介護の事業につ

いて準用する。この合において、第 10 条

第 1 項中「第32 条に規定する運営規程」と

あるのは「第204条において準用する第 101

条に規定する重要事項に関する規程」と、「定

期巡回・随時対応型訪問介護看腰従業者」と

あるのは「看護小規模多機能型居宅介護従業

者」と、第 35 条中「定期巡回・随時対応型

訪問介看従業者」とあるのは「看小規

模多機能型居宅介従業者」と、第 60 条の

11第2項中「この節」とあるのは「第9章第

4節」と、第60条の 13 中「地域密着型通所

介従業者」とあるのは「看小規模多機能

型居宅介従業者」と、第60条の 17第1項

中「地域密着型通所介について知見を有す

る者」とあるのは「看小規模多機能型居宅

介について知見を有する者」と、「6月」と

あるのは「2月」と、「活動状況」とあるのは

「通いサービス及び宿泊サービスの提供回

数等の活動状況」と、第認条中「第83条第

12 とるのは「第193 第13 と、

第90条及び第船条中「小規模多機能型居宅

介護従業者」とあるのは「看小規模多機能

型居宅介纏従業者」と、第 107 条中「第部

条第6項」とあるのは「第 193条第7項各号」

とする。

附則

第5項一般病床、神病床(健康保険法等の

一部を改正する法律附則第130条の2第1項

の規定によりなおその効力を有するものと

された介護保険法施行令(平成 10年政令第

412号)第4条第2項に規定する病床に係るも

のに限る。以下この項及ぴ附則第7項におい

て同じ。)又は療養病床を有する病院の一般

病床、精神病床又は療養病床を平成 30年3

月31日までの間に転換(当該病院の一般病

附則

第 5 項一般病床、精神病床(健康保険法等の

一部を改正する法律附則第130条の2第1項

の規定によりなおその効力を有するものと

された介護保険法施行令(平成 10年政令第

412号)第4条第2項に規定する病床に係るも

のに限る。以下この項及び附則第7項におい

て同じ。)又は養病床を有する病院の一般

病床、精神病床又は療養病床を平成 36年3

月31日までの間に転換(当該病院の一般病



条例(現行)

床、精神病床又は療養病床の病床数を減少さ

せるとともに、当該病院の施設を介老人保

健施設、軽老人ホーム(老人福祉法第20条

の6に規定する軽老人ホームをいう。以下

同じ。)その他の要介者、要支援者その他

の者を入所させ、又は入居させるための施設

の用に供することをいう。)を行い、指定地

域密着型介護老人福祉施設を開設しようと

する合において、当該転換に係る食堂及び

機能訓練室については、第154条第 1項第7

号アの規定にかかわらず、食堂は、1 平方メ

ートルに入所定員を乗じて得た面以上を

有し、機能訓練室は、40平方メートル以上の

面を有しなけれぱならない。ただし、食事

の提供又は機能訓練を行う合において、当

該食の提供又は機能訓練に支障がない広

さを確保することができるときは、同一の

所とすることができるものとする。

条例(改正案)

床、精神病床又は療養病床の病床数を減少さ

せるとともに、当該病院の施設を介腰老人保

健施設、軽老人ホーム(老人福祉法第20条

の6に規定する軽老人ホームをいう。以下

同じ。)その他の要介'者、要支援者その他

の者を入所させ、又は入居させるための施酘

の用に供することをいう。)を行い、指定地

域密着型介老人福祉施設を開設しようと

する合において、当該転換に係る食堂及び

機能訓練室にっいては、第 154条第 1項第7

号アの規定にかかわらず、食堂は、1 平方メ

ートルに入所定員を乗じて得た面以上を

有し、機能訓練室は、40平方メートル以上の

面を有しなけれぱならない。ただし、食事

の提供又は機能訓練を行う合において、当

該食の提供又は機能馴練に支がない広

さを確保することができるときは、同一の

所とすることができるものとする。

第6項一般病床又は療養病床を有する診療所

の一般病床又は療養病床を平成30年3月31

旦までの間に転換(当該診療所の一般病床又

は療養病床の病床数を減少させるとともに、

当該診療所の施設を介護老人保健施設、軽

老人ホームその他の要介者、要支援者その

他の者を入所させ、又は入居させるための施

設の用に供することをいう。)を行い、指定

地域密型介朧老人福祉施設を開設しよう

とする場合において、当該転換に係る食堂及

び機能訓練室については、第154条第1項第

7 号アの規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る基準のいずれかに適合するものとする。

(1)・(2)(略)

第6項一般病床又は療病床を有する診療所

の一般病床又は療病床を妥成旦◎^
旦までの間に転換(当該診療所の一般病床又

は療病床の病床数を滅少させるとともに、

当該診療所の施設を介護老人保健施設、軽

老人ホームその他の要介者、要支援者その

他の者を入所させ、又は入居させるための施

設の用に供することをいう。)を行い、指定

地域密着型介護老人福祉施設を開設しよう

とする合において、当該転換に係る食堂及

び機能訓練室については、第154条第1項第

7 号アの規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る基準のいずれかに適合するものとする。

(1)・(2)(略)

第7項一般病床、神病床若しくは療病床

を有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療病床を

有する診療所の一般病床若しくは療病床

を平成30年3月31日までの間に転換(当骸

病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床

又は当該診療所の一般病床若しくは療病

第7項一般病床、精神病床若しくは療病床

を有する病院の一般病床、精神病床若しくは

療養病床又は一般病床若しくは療病床を

有する診療所の一般病床若しくは療養病床

を平成36年3月31日までの間に転換(当該

病院の一般病床、精神病床若しくは療養病床

又は当該診療所の一般病床若しくは療病



条例(現行)

床の病床数を減少させるとともに、当骸病院

又は診療所の施設を介老人保健施設、軽

老人ホームその他の要介者、要支援者その

他の者を入所させ、又は入居させるための施

設の用に供することをいう。)を行い、指定

地域密型介護老人福祉施設を開設しよう

とする場合において、第154条第1項第8号

及び第182条第1項第4号の規定にかかわら

ず、当該転換に係る廊下の幅については、1.2

メートル以上とする。ただし、中廊下の幅は、

1.6 メートル以上とする。

(新設)

条例(改正案)

床の病床数を減少させるとともに、当該病院

又は診療所の施設を介老人保健施設、軽

老人ホームその他の要介者、要支援者その

他の者を入所させ、又は入居させるための施

設の用に供することをいう。)を行い、指定

地域密着型介護老人福祉施設を開設しよう

とする合において、第154条第1項第8号

及び第182条第1項第4号の規定にかかわら

ず、当該転換に係る廊下の幅については、1.2

メートル以上とする。ただし、中廊下の幅は、

1.6 メートル以上とする。

131条の規定にかかわらず、養病8

床を有する病院又は病床を有する所

の開設者が、当該病院の養病床又ま当該

診療所の病床を平成36年3月31日までの間

に、換(当肢院の養病床又は当診

所の病床の病数を少させるととに、当

該病院の施設を介體医療、軽老人ホー

ムその他の要介催者、要援者そのの者を

入所又ネ入居させるためのの用に供す

ることをいう。次項に'いて同じ。)を行っ

て指定地域密型定施設入居生活介

の事業を行う医関設型指定城密着

型特定施設(介老人保健座、介医

又は病院若しくは診療所二併される定

地域密型定施設をいう。以下この及

次項にいて同じ。)の生活相員、能 1

練指導員及ぴ計画作成担当者の数の基準

は、次のとおりとする。

(1)機能訓練指導員併される介護老

人保健施設、医院又は病院若しく

1診所の理学法士、作法士又は

首語聴覚士にり当該医関併設型指

定地密着型定施の」用者の処遇が

適切に行われると認められるときは、電

かないことがでること。

(2)生活相員又は計回作成担当者当

該医療併設型指定密着型特定施

設の実情に応じた適当数



(新設)

条例(現行) 条例(改正案)

篁上厘第133条の規定にかかわらず、療病
床等を有する病院又は病床を有する診療所

の開設者が、当肢病院の療病床等又は当該

診療所の病床を平成36年3月31日までの間

に転換を行って指定地域密着型特定施設入

居者生活介の事業を行う合の医療機関

併設型指定地域密着型特定施設においては、

併設される介護老人保施設、介医療院又

は病院若しくは診療所の施設を利用するこ

とにより、当該医療機関併設型指定地域密着

型特定施設の利用者の処遇が適切に行われ

ると認められるときは、当該医療機関併設型

指定地域密着型特定施設に浴室、便所及び食

堂を設けないことができる。





0長崎市指定介予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介予防サービ
ス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条伊」(平成2
5年長崎市条例第12号)

条例(現行) 条例(改正)

第80条指定介予問1ハビリテーショ 第 80 条指定介護予防問りハビリテーショ

を行う者(以下「指定介護予防訪間 ンの事を行う者(以下「指定介予防訪間ンの

リハビリテーション事者」という。)ほ、 リハビリテーション者」という。)ほ、
当事業を行う業所(以下「指定介護予防 当を行う事業所(以下「指定介予防

間りハビリテーション事業所」という。) 間りハビリテーション所」という。)
、とに 1 /、ビιテーショ ごとにべ のはのと、し

にた理 士 とする。士又ンの

は 士'このに'いて「

い''士 かナ1 ぱナ"ナ'い

(新)

第 81 条指定介護予防訪問りハビリテーショ

ン事業所は、病院、診療所介老人施

設又は介體医療院であつて、事業の運営を行

うために必要な広さを有する専用の区画を

設けているとともに、指定介護予防訪問りハ

(新設)

(新)

2 指定介護予防訪りハビリテーション事

t指定訪りハビ1 テーション業者(指

定居宅サービス等基準条例第81条 1 に

規定する指定りハビリテーンヨン事

者を、う。下同じ。)の指定を併せてけ、

かつ、指定介予防訪間りハビリテーション

の事と指定訪りハビリテーション(指定

居宅サービス 条例 80条に規定する

指定訪間りハビリテーションをいう。以下同

じ。)のとが同一の事業所において一体

的に運さている合については、指定居

宅サース等条例 81条 1項に規定

する人 1、するを満たすことをもつ

に規定する基を満たして、るものて、

とみなすことができる。

^

'1L医師指定介護予防訪りハビリテー

シヨンの供に当たらせるために必要な

1以上の数

'三L 理学法士、作療法士又は聴

覚士(以下このにおいて r理学療法士

等」と、う。) 1以上

1号の躍師は、勤でなけ 1なら

ない。

3 指定介予防訪りハリテーション

者が指定りハビリテーション事業(指

定居宅サービス等条例 81条 1 に

規定する指定りハビリテーション事

をう。'同じ。)の指定を併せてけ、

かつ、指定介予防訪間りハビリテション

の事業と指訪りハビリテーション(指定

宅サービス等基条例第80 に規定する

指定訪りハビリテーションをいう。以下

じ。)の事業とが同一の事業所において一体

的に運営されている合にっいては、定居

宅サビス等条例第81条 1 に規定

する人員にする基をたすことをもっ

て、 1 に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。

^

第 81 条指定介護予防訪問りハビリテーショ

ン事業所は、病院、診療所又は介護老人保健

施盤であつて、事業の運営を行うために必要

な広さを有する専用の区画を設けていると

ともに、指定介予防訪問りハビリテーショ

2
=



ンの提供に必要な設備及ぴ備品等を備えて

いるものでなけれぱならない。

2 (略)

第船条指定介護予防サービスに該当する介

予防居宅療養管理指(以下「指定介護予

防居宅療管理指」という。)の事業は、

その利用者が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、

(歯、医師、歯科医師、剤、

宅 理に生士力ξ'ー'

及び准当るもの

看又は;看 いいた

、。以下このにおいて"じ。)、歯科衛生

士(歯科衛生士が行う介護予防居宅療管理

指に相当するものを行う保健師、看師及

び准看護師を含む。以下この章において同

じ。)又は管理栄士が、通院が困難な利用

者に対して、その居宅を訪問して、その心身

の状況、置かれている境等を把握し、それ

らを踏まえて療養上の管理及ぴ指を行う

ことにより、利用者の心身機能の維持回復を

図り、もつて利用者の生活機能の維持又は向

上を目指すものでなけれぱならない。

ビリテーションの提供に必要な設備及び備

品等を備えているものでなけれぱならない。

2 (略)

第 89条指定介護予防居宅療養理指導の

を行う者(以下「指定介護予防居宅養管

理指導業者」という。)が当該事業を行う

事業所(以下「指定介護予防居宅管理指

導事所」という。)ごとに置くべき従業者

(以下「介麹予防居宅療養管理指導従業者」

という。)ほ、次の各号に掲げる指定介護予

防居宅養理指導事業所の種類の区分に

応じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1)病院又は診療所である定介簸予防

居宅療養管理指猟事所次にげる介

腰予防居宅養管理導従業者とする。

ア医師又は歯科医師

イその提供する指定介護予防居宅

養理指導の内容に応じた適当数の

整剤鯉、歯科衛生士又は管理栄養士

第 88 条指定介予防サービスに該当する介

予防居宅療管理指(以下「指定介護予

防居宅療養管理指」という。)の事業は、

その利用者が可能な限りその居宅において、

自立した日常生活を営むことができるよう、

医師、歯科医師、茎劃興、歯科衛生士(歯科

衛生士が行う介護予防居宅療養管理指導に

相当するものを行う保健師、看師及ぴ准看

護師を含む。以下この章において同じ。)又

は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対し

て、その居宅を訪問して、その心身の状況、

置かれている境等を把握し、それらを踏ま

えて療上の管理及ぴ指導を行うことによ

り、利用者の心身機能の維持回を図り、も

つて利用者の生活機能の維持又は向上を目

指すものでなけれぱならない。

第89 条指定介護予防居宅療養理指導の事

を行う者(以下「指定介護予防居宅療養管

理指導事業者」という。)が当該事業を行う

業所(以下「指定介護予防居宅養管理指

導事業所」という。)ごとに置くべき従業者

(以下「介護予防居宅.養管理導従業」

という。)ほ、次の各号にナる指定介護予

防居宅療養管理指導事業所の種類の区分に

応じ、当該各号に定めるとおりとする。

(1)病院又は診療所である指定介慶予防

居宅療養管理指導事所次にげる介

護予防居宅療養管理指導従業者とする。

ア医師又は歯科医師

イその提供する指定護予防居宅

養管理指導の内容に応じた適当数の

藁劃鯨^、歯科衛生士又は

管理栄養士



2)(略)

'L 定訪問腰ステーシヨン(指定訪
問體ステーション(指定居宅サービス

条例第65条第1 第1号に規定

する指定訪問 ステーションをい

う。)及び指定介護予防間腰ステー

ションをいう。以下二のにおいて同

じ。)である指定介予防居宅療養管理

指導業所看護職員

(略)

第 90 条指定介予防居宅療養管理指事

所は、病院、診療所 又は

ステーション等であつて、指定介予防居宅

療管理指の事業の運営に必要な広さを

有しているほか、指定介予防居宅療養管理

指の提供に必要な設備及ぴ品等をえ

ているものでなけれぱならない。

2 (略)

(2)(略)

(削る)

(運営規程)

第 92 条指定介予防居宅療養管理指事業

者は、指定介腰予防居宅療管理指 所

ごとに、次に掲げる事業の當についての重

要項に関する規程を定めなけれぱならな

い。

(1)~(4)(略)

(新設)

(5)(略)

2 (略)

第90条指定介予防居宅療管理指事業

所は、病院、診療所又は薬局であつて、指定

介予防居宅療養管理指の事業の運営に

必要な広さを有しているほか、指定介予防

居宅療養管理指の提供に必要な設備及び

品等を備えているものでなけれぱならな

い。

2 (略)

(指定介予防居宅療養管理指の具体的取

扱方針)

第96条(略)

2 (略)

3 看職員の行う指定介予防居宅療養管理

指導の方針は、次に掲げるところによるもの

とする。

1)指定介予防居宅療養管理指の提

供に当たつては、介予防支援事業者等

に対する介予防サービス画の作成等

に必要な報提供並ぴに利用者に対する

療上の相談及び支援を行うものとす

(運営規程)

第 92 条指定介護予防居宅療養管理指

者は、指定介纏予防居宅療管理指

ごとに、次に掲げる事業の営につぃての

要事項に関する規程を定めなけれぱならな

し、。

(1)~(4)(略)

(5)通常事業の実施地域

(6)(略)

^

の具体的取(指定介予防居宅療養管理指

扱方針)

第96条(略)

2 (略)

(削る)

業
所



る。

(2)指定介予防居宅療養管理指の提

供に当たつては、懇切丁寧に行うことを

旨とし、利用者又はその家族に対し、療

上必要な事項を指導し、又は助言する

ものとする。

(3)それぞれの利用者について、提供し

た指定介護予防居宅療養管理指の内容

について、速やかに記録を作成するとと

もに、医師又は介予防支援事業者等に

報告するものとする。

119条指定介體予防通所りハビリテーショ

ン業所は、指定介護予防'所りハビリテー

ションを行うにふさわしい用の屋等で

あつて、3平方メートルに 1用定員(当該指定

介護予防'所りハビリテーション事所に

おいて同時に指定介護予防通所りハビリテ

ーションの供をナることができる利用

者の数の上限をいう。以下この節及ぴ次節に

おいて同じ。)をじて二面積以上のもの

を有しな1 れぱならない。ただし、当鮫指定

介護予所りハビリテーション事業所が

である合にあつては、当

該専用の部屋等の面に利者用に確保さ

れている食堂(りハビリテーションに供さ

れるものに限る。・)の面積を加えるものとす

る。

・3 (略)

第119条指定介護予防通所りハビリテーショ

ン事所は、指定介瞳予防通所りハビリテー

ションを行うにふさわしい専用の部屋等で

あつて、3平方メートルに利用定員(当該指定

介護予防'所りハビリテーション事業所に

おいて同時に指定介護予防通所りハビリテ

ーションの供を受けることができる利用

者の数の上限をいう。以下二の節及ぴ節に

おいて同じ。)を乗じて得た面積以上のもの

を有しなけれぱならない。ただし、当該指定

介予防通所りハビリテーション事集所が

である場人 又は

合にあつてネ、当鮫用の部屋等の面積に利

用者用に保されている堂(りハビリテー

ションに供用されるものに限る。)の面積を

加えるものとする。

2・3 (略)

(従業者の員数)

130条(略)

2・3 (略)

4 特別養護老人ホーム、養簾老人ホーム(老人

祉法第20条の4に規定する養護老人ホー

ムをいう。下同じ。)、病院、診療所4

、特定施設入居者生活介護、人

地域密型特定施設入居者生活介農又は介

護予防特定施設入居者生活介護の指定を受

けている施(以下「特別養艇老人ホーム」

という。)に併される指定介護予防短期入

所生活介護事所であつて、当該特別養僅老

(従業者の員数)

130条(略)

2・3 (略)

4 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム(老人

祉法 20条の4に規定する養老人ホー

ムをいう。以下同じ。)、病院、診所、介

、特定施設入居

者生活介體、地密着型特定施設入居者生活

護又は介護予防特定施設入居者生活介膝

の指定を受けている施設(以下「別養護老

人ホーム等」という。)に併設される指定介

雄予防短期入所生活介腰事所であつて、当



人ホーム等と一体的にが行われるもの

(』塾:E 「併設所という。)については、

老人福祉法、医(昭和23年伸第205号)

又は法に規定する特別護老人ハームと

して必要とさる数の従者に加えて、 1

項各にげる介予防短期入所生活介

従を確保するのとする。

5~フ

第174条指定介予短入所養介の事

を行う者(以下「指定介予防短入所

養介事」という。)が当該事を行う

事所(ユ下「指定介予防短入養介

餓事所」という。)ごとに置くぺき指定介

護予防短期入所療養介護の供こ当たる従

業(以「介纏予防短入所療介護従

者」と、う。)の*、次のとおりとする。

(1)~(4)(略)

(新設)

(略)

該特別老人ホーム等と一体的に

行われるもの(以このび'に

事所」という。)についてま、老人

福祉法、医療法(和 23年法律第 205 号)又

は法に規定する特別養人ホーム等とし

て必要とされる数の従者に加えて、 1

各号に掲げる介予防短期入所生活介従

者を確保するものとする。

~フ(略)

第 74条指定介予防短期入所養介護の事

を行う者(以下「指定介護予短期入所療

養介慶事者」と、う。)が当 を行う

事業所(以下「指定介護予防短期入所養介

事所」という。)ごとに置くぺき指定介

護予防短期入所養介纏の供こ当たる従

業(以下「介予短入所養介護業

者」という。)のは、次のとおりとる。

(1)~(4)(略)

'巨L 介医療院である指定介賤予短期
入所養介緩事業所にっては、当該

定護予防短期入所養介護に置くべき

医師、薬剤師、看員、介員、理

法士又作業法士及ぴ栄養土の員

数ネ、そぞ、利用者を当護医

院の入所者とみナした合1、おけるに

定する介.眠院として要とさる

が確保されるために必要な数以上とす

る。

2 (略)

が

いて

2 (略)

175条指定介予防短期入所療養介護事業

所の設に関する基準は、次のとおりとす

る。

(1)~(3)(略)

(4)診療所(療養病床を有するものを除

<。)である指定介護予防短期入所療介

護事業所にあつては、次に掲げる要件に

適合すること。

ア(略)

イ食堂及ぴ浴室を有する二と。

ウ(略)

175条指定介護予防短期入所療養介護事

所の設に関する基は、次のとおりとす

る。

(1)~(3)(略)

(4)診療所(療養病床を有するものを除

<。)である指定介予防短期入所療養介

事業所にあつては、次に掲げる要件に

適合すること。

ア(略)

イ浴室を有すること。

ウ(略)



(新設)

2 ・ 3

(対叡者)

第176条指定介護予防短期入所療養介事業

者は、利用者の心身の状況若しくは病状によ

り、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出

張等の理由により、一時的に入所して看護、

医学的管理の下における介及ぴ機能訓練

その他必要な医療等を受ける必要がある者

を対象に、介護老人保健施設の療養室、病院

の療病床に係る病室、診所の指定介護予

防短期入所療養介體を提供する病室又は病

院の老人性認知症疾患療病棟(健康保険法

等の一部を改正する法律附則第130条の2第

1 項の規定によりなおその効力を有するもの

とされた介護保険法施行令(平成10年政令第

412号)第4条第2項に規定する病床により構

成される病棟をいう。以下同じ。)1こおいて

指定介護予防短期入所療養介護を提供する

ものとする。

(略)

⑤介護医療院である指定介護予防短期入

所療養介護事業所にあっては、法に規定す

る介医療院として必要とされる施設及

び設備(ユニット型介医療院(長崎市介

護医療院の人員、施設及び設備並ぴに運営

に関する基準を定める条例(平成 30年長

崎市条例第号)第"条に規定するユ

ニット型介綾医療院をいう。第192条及び

第196条において同じ。)に関するものを

除く。)を有することとする。

2・3 (略)

(定員の遵守)

第180条指定介護予防短期入所療養介護事業

者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対

して伺時に指定介予防短期入所療養介護

を行つてはならない。ただし、災害、虐待そ

の他のやむを得ない事情がある合は、この

限りでない。

(1)~(3)(略)

(4)介医療院である指定介護予防短期

入所療養介護事業所にあっては、利用者

を当該介護医療院の入所者とみなした

(対魚者)

第176条指定介予防短期入所療養介事業

者は、利用者の心身の状況若しくは病状によ

り、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、出

張等の理由により、一時的に入所して看護、

医学的管理の下における介護及ぴ機能訓練

その他必要な医療等を受ける必要がある者

を対欽に、介護老人保健施設若しくは介腰医

療院の療室、病院の療病床に係る病室、

診療所の指定介護予防短期入所療介護を

提供する病室又は病院の老人性認知症疾患

療病棟(健康保険法等の一部を改正する法

律附則第130条の2第1項の規定によりなお

その効力を有するものとされた介護保険法

施行令(平成 10年政令第412号)第4 条第 2

項に規定する病床により成される病棟を

いう。以下同じ。)1こおいて指定介護予防短

期入所療介を提供するものとする。

(定員の遵守)

第180条指定介護予防短期入所療養介護事業

者は、次に掲げる利用者数以上の利用者に対

して同時に指定介護予防短期入所療養介護

を行つてはならない。ただし、災害、虐待そ

の他のやむを得ない事情がある合は、この

限りでない。

(1)~(3)(略)

(新設)



192条ユニット型指定介體予防短

膝のを行う('「ユニッ

定介予短入所養介

う。)t当該事をう事所似下

ト型指定介予短入所介

とい'。)の設に関する準は、

りとする。

(1)(4り(略)

(新)

所

ト型

」とい

「ユニッ

業所」

のとお

(定員の守)

第196条ユニット型指定介予防短期入所療

養介業者は、次に掲げる利用者(当該ユ

ニツト型指定介予防短期入所療介霞

業者がユニット型指定短期入所療養介餓

業者の指定を併せて受け、かつ、ユニット型

指定介護予防短期入所療介護の事とユ

ニツト型指定短期入所療介腰の事業とが

同一の業所において一体的に営されて

いる場合にあつては、当該事所におけるユ

ニツト型指定介予防短期入所療介護又

はユニツト型指定短期入所療介の利用

者。以下この条において同じ。)数以上の利

用者に対して同時に指定介予防短期入所

療養介を行つてはならない。ただし、災害、

虐待その他のやむを得ないがある場合

は、この限りでない。

(1)・(2)(略)

(3)ユニット型介護医療院であるユニッ^

ト型指定介讃予防短期入所療介護事業

所にあっては、利用者を当該ユニット型

介體医療院の入居者とみなした場合にお

いて入居定員及び療室の定員を超える

合において入所定員及び療

超えることとなる利用者数

第192条ユニット型指定

介護のをう(以下

定介護予防短期入所

う。が当 行う

ト型指定 短入

という。)のにする基

ノとする。

(1)(4)(略)

'訟"介医院であるユニット型指定介
膿予防短入所養介事所にって

ま、法,1一定する介膝医とし必要

とさる施及設(ユニット型介

医に関するものに限る。)を有する

こととする。

2 (略)2 (略)

(定の守)

第196条ユニット型指定介予防短期入所療

養介腰者は、次に掲げる利用者(当該ユ

ニット型指定介腰予防短期入所療養介

業者がユニット型指定短期入所療介瞳

者の指定を併せて受け、かつ、ユニット型

指定介護予防短期入所療養介體の業とユ

ツト型指定短期入所療介腰の事とが

同一の事業所において一体的に運営されて

いる合にあつては、当該事所におけるユ

ニツト型指定介予防短期入所療介纏又

はユニット型指定短期入所療養介の利用

者。以下この条において同じ。)数以上の利

用者に対して同時に指定介予防短期入所

療介纏を行つてはならない。ただし、災 、

待その他のやむを得ない情がある場合

は、この限りでない。

(1)・(2)(略)

(新設)

室の定員を

予防短入所療

「ユニット型指

」とい

業所(以下 rユニッ

膝事業所」

、次のとお



(従業者の数)

第204条()

2~フ(略)

8 2 第2 の讃職及ぴ職ま、

主として指定介護予防特定設入居生活

介護ぴ指定特定施設入生活介の提

に当たるものとし、看 及ぴ

のうちそれぞれ1人以上は勤ので'1

ぱならナ'い。ただし、指定介予防定施設

入居者生活介護のみをする合は、介鰹

職員ぴ護職のうちいずれか1人が常勤

であれぱ足りるものとする。

(身体的拘東等の禁止)

212条(略)

2・3 (略)

(新設)

二ととなる利用者数

(従業者の数

204条(略)

(略)

2 第2号の職及ぴ介職は、

主として指定介護予防特定施設入居生活

介護及ぴ指定特定施入居生活介護の

供に当たるものとし、看職員及ぴ介員

のうちそれぞれ1人以上は常勤の者でなけれ

ぱならない。ただし、指定介護予防特定施設

入居生活介のみを供する場合は、介

職員及ぴ職員のうちいずれか1人が常勤

であれぱりるものとする。

(身体的拘東等の禁止)

212条(略)

2・3 (略)

4 指定膝予防特定施設入居者生活介護事

者は、身体的拘東等の適正化を図るため、次

に.げる措置を講じなけぱなら'い。

(1)身体的拘東の正のための対策

を検討する委会を3月に 1回以上開催

するととに、その結果について、介護

員その他の従業者に周知徹底を園るこ

と。

2)身体的拘東の適正化のための指針

を整備すること。

(3)介職その他の従業に対し、身

体的拘東等の適正化のための研を定期

的に施すること。

(趣旨)

第226条前各節の規定にかかわらず、外部サ

ービス利用型指定介護予防特定施設入居者

生活介護(指定介簾予防特定施設入居者生活

介瞳であつて、当該指定介護予防特定施設の

従者により行われる介予防特定施設サ

ービス計画の作成、利用者の安否の確認、利

用者の生活相誠等(以下二の節において「基

本サービス」という。)及ぴ当該指定介予

防特定施設の事業者が委託する業者(以下

^

(趣旨)

第226条前各節の規定にかかわらず、外部サ

ービス利用型指定介霞予防特定施設入居者

生活介護(指定介護予防特定施設入居者生活

介護であつて、当肢指定介護予防特定施設の

従業者により行われる介護予防特定施設サ

ービス計画の作成、利用者の安否の確認、利

用者の生活相談等(以下この節において「基

本サービス」という。)及び当骸指定介護予

防特定施設の事業者が委託する事業者(以下

2
8



この節において「受託介予防サービス事業

者」という。)により、当該介予防特定施

設サービス計画に基づき行われる入浴、排せ

つ、食等の介その他の日常生活上の支

援、機能訓練及び療養上の世話(以下この節

において「受託介護予防サービス」という。)

をいう。Σの事業を行うものの基本方針、人

員、設備及び運営並びに介護予防のための効

果的な支援の方法に関する基準については、

この節に定めるところによる。

(指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方

針)

第251条福祉用具専門相談員の行う指定介

予防福祉用具貸与の方針は、第238条に規定

する基本方針及び前条に規定する基本取扱

方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。

(1)指定介予防福祉用具与の提供に

当たつては、主治の医師又は歯科医師か

らの情報伝達、サービス担当者会議を通

じる等の適切な方法により、利用者の心

身の状況、希望及び置かれている環境等

利用者の日常生活全般の状況の的確な把

握を行い、福祉用具が適切に選定され、

かつ、使用されるよう、専門的知識に基

づき相談に応じるとともに、目録等の文

書を示して福祉用具の機能、使用方法、

利用料等に関する報を提供し、個別の

福祉用具の貸与に係る同意を得るものと

する。

(2)~(6)(略)

(新設)

この節において「受託介予防サービス事業

者」という。)1こより、当該介予防特定施

設サービス計画に基づき行われる入浴、排せ

つ、食事等の介護その他の日常生活上の支

援、機能訓練及ぴ療上の世話(以下この節

において「受託介予防サービス」という。)

をいう。以下同じ。)の事業を行うものの基

本方針、人員、設及び運営並びに介予防

のための効果的な支援の方法に関する基準

については、この節に定めるところによる。

(指定介予防福祉用具貸与の具体的取扱方

針)

第251条福祉用具専門相談員の行う指定介

予防福祉用具貸与の方針は、第238条に規定

する本方針及び前条に規定する基本取扱

方針にづき、次に掲げるところによるもの

とする。

(1)指定介予防福祉用具貸与の提供に

当たつては、主治の医師又は歯科医師か

らの報伝達、サービス担当者会議を通

じる等の適切な方法により、利用者の心

身の状況、希望及びかれている環等

利用者の日常生活全般の状況の的確な把

握を行い、福祉用具が適切に選定され、

かっ、使用されるよう、専門的知識に基

づき相談に応じるとともに、目録等の文

書を示して福祉用具の機能、使用方法、

(介予防福祉用具貸与計画の作成)

第252条(略)

2・3 (略)

4 福祉用具専門相談員は、介予防福祉用具

与計画を作成した際には、当該介予防福

駒用

報を提供し、個別の福祉用具の貸与に係

る同意を得るものとする。

(2)~(6)(略)

(フ)指定介腰予防福祉用具貸与の提供に

当たっては、同一種目における機能又は

価格帯の異なる複数の福祉用具に関する

報を利用者に提供するものとする。

全平

^

格等に関する

(介護予防福祉用具与計画の作成)

第252条(略)

2・3 (略)

4 福祉用具専門相談員は、介護予防福祉用具

与計画を作成した際には、当該介護予防福



祉用具与計画を利用者に交付しなけれぱ

ならない。

5~8 (略)

附則

(新設)

祉用具

る介

ない。

与計画を利用者及ぴ当該利用者に

に交付しなけれぱなら支

5~8

附則

篁」」里第204条の規定にかかわらず、養
病床等を有する病院又は病床を有する診

所の開設者が、当該病院の養病床等又は当

舷診所の病床を平成36年3月31日までの

間に転換(当該病の養病床等又は当鮫診

所の病床の病床数を少させるとともに、

当該病院の施を介護医院、軽老人ホ

ーム(老人福第20条の6に規定する軽

費老人ホムをいう。)その他の要介者、

要支援者その他の者を入所又は入居させる

ための施設の用に供することをいう。次及

ぴ附則 16項において同じ。)をって指

定介護予防特定施設入居者生活介護(外郁サ

ービス利用型指定介護防定施設入居

生活介餓を除く。)の事業を行う医療機関併

型指定介予防特定施設(介老人保健施

、介纏医院又は病院しくは診所に併

される指定介護予防特施を、う。以下

同じ。)の生活相員、機練指及ぴ

回作成担当のの基準は、次のとおり

とする。

(略)

(新設)

能陳指導員設される介護老人( 1 )

保健施設、介護医療院又は病院若しくは

診療所の理学療士、業療法士又は言

語聴覚士により当該医 併型指定

介護予防特定施設の利用者の処'が適切

に行われると認められるときは、置かな

いことができること。

(2)生活相談又は計回作成担当者当骸

医併設型指定介裟予防特定施設の

実情に応じた適当

篁●三.墾第228条の規定にかかわらず、療養
病床をする院又は病床を有する診

所の開設が、当骸病院の療養病床等又は当



(新設)

肢診療所の病床を平成36年3月31日までの

間に転換を行って外部サービス利用型指定

介腰予防特定施設入者生活介體の業を

行う医療機関併設型指定介艦予防特定施

の生活相員及ぴ画作成担当者の数の

基は、当該医機閲併設型指定介餓予防特

定施の実に応じた適当数とする。

篁」全里第206 条及び第230条の規定にかか

わらず、療病床等を有する病院又は病床を

有する診療所の開設者が、当骸病院の療病

床等又は当該診療所の病床を平成36年3月

31日までの間に転換を行って指定介"予防

特定施設入居者生活介護の事業を行う ^^

の医療機関併設型指定介予防特定施設に

おいては、併設される介護老人保健施般、介

医療院又は病院若しくは診療所の施設を

利用することにより、当該医療機関併酘型指

定介予防特定施設の利用者の処遇が適切

に行われると認められるときは、当該医療機

関併設型指定介予防特定施設に浴室、便所

及ぴ食堂を設けないことができる。





0長崎市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着

型介予防サービスに係る介予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める

条例(平成25年長崎市条例第13号)

条例(現行)

(者の数)

第 6 条単独.型指定介予防認症対応型通所

介(特別體老人ホーム等(特 1養護老人ホ

ーム(老人福祉法(昭和訟年第 133号)第

20 の5に,定する特別養護人ホームをし

う。以下同じ。)、同法第20 の4に規定する

養纏人ホーム、病院、診所、

施設、社会祉施又は特定施設をいう.以下

同じ。)1こ併設さていな、事業所において行

る指定介予認症応型通所を

、う。以下同じ。)のをーう及ぴ併設型

指定介護予防認知症応所介護(特別

人ホーム等に設さて、る事所におい

て行れる定介予防認知症対型'所介

護をいう。以下同じ。)の事を行う者(以下「

独、型・併型指定介予防認知症応型通所介

事業者」と、う。)ξ該事を行う事業所

(ユ下「単独型・設型指定介護予防認知症対

応型所介事所」と、う。)ごとに置くべ

き業者の員数は、次の各にげる従業者の

区分に応じ、当該各号に定めるとおjとする。

(従業の数

第6条単型指定介予知症応型通所

介體(特 1養老人ホーム特別養護人ホ

ー(老人祉昭和胎年律第 133号)第

20 の5に規定る特養人ホームをい

う。以下同じ。)、同法 20条の4に規る

人,ーム、病院、診所、

、社会祉施又は特定施設

いう。'下じ。)1一さて、な、事

所こおいて行わる指定介予認知症対応

型'所介をいう。以下じ。)の事集を行う

者ぴ併設型指定介纏予知症型通

介(別養老人ホーに併されている

事業所において行わる定介予防認症

対応型通所介を、う。以下同じ。)の業を

う者(以「単型・併型指定介防

知応型通所介事業者」という。)力ξ当該

事業を行う事業所(以下「独型・併設型指定

介護予防認知症対型通所介護事業所」と、

う。)ごとに置くべ従業者の数は、次の各

号に掲げる業者の区分に応、、当該各号に定

めるとおノとする。

(1)(3)()

条例(改正案)

(1 )

2~フ

^ 3)

()

(利用定員)

10条用型指定介予防認知症対応型所

介事所の用定員(当該共用型定介護予

防 対応型介事業所に'、て同時

に共用型指定介予 症対応型'所介體

の供を受けることがでる利用の数の上

限をいう。)ほ、定認知症対応型同生活介

纏業所又は定介護予防認知症対応型共同

生,介護事業所においては共同生活住居(法

8条 20項又は法第8条の2 13 に規す

る共同を営むべ住居をいう。)ーとに、

指定地城密型特定施設又は

介護老人福祉施設においてま施ごとに 1日

当たり3人以下とt亙」

(略)

(朔定員等)

10 共用型指定介予認知対型所

介趨事業所の利用定員(当鮫型指介予

防認知応型通所介事所に'、て同時

こ共用指定介護予知症対応型通所介

の提供を受けることができる利用のの上

限をいう。)は、定知 型同生活介

慶事所又ネ指定介艇予認症対応型

生活介謄事所におしては共同生活住居(法

8条第20項又は法 8条の2 13 に規定す

る共同生,を営むべき住をいう。)ごとこ̂、

指定地密型特定施又は

老人 ト^ ゛

人 地

型

型サービス基



2 (略)

(従業者の数)

第45条

2~5 (略)

6 次の表の左に掲げる合にお、て、前

に定める人員にる基準を満たす介餓予防

小規多能型居宅介護従業者を置く恢か、同

の人に関する基の中欄に 1 る

を満たす従を置いているときは、同表の右

にげる当該介纏予防小規多型居宅

介従業は、同表のに掲げる施の職

務に従事するーとができる。

るコ.ニ゛ト180 に

老人 い"下この

において同じ。)を除く。)においては施設ご

とに1日当たり3人ユ下としユニ、

に'いてはユニ

の

亘L

2 (略)

に ^、、1、

の

当該指定

介防

1規多

機能型居

宅介事

所に中

に掲げ

る施設等

のいれ

かが併設

されてい

場合

力t1日

(従業者の数等)

第45条

2~5 (略)

6 次のの左にげる場合において、前各項

に定める人員にする基準をたす介艇予防

小規模多型居宅介膜従業を置くほか、同

の中に掲1る施設等の人にする基準

をたす従者を、ているときは、同表の右

に掲げる当該介護予防ノ 多機能型居宅

介護従者は、同の中にげる施設の

務に従事することができる。

応

たι 12 人P

の

指定

症対型

共同生活

介護事業

所、指定地

密着型

特定施設、

指定城

密着介

體老人福

祉施三

は指定介

護療養型

医療施設

(医

(昭和 23

年法律第

2価号)第

と

の

とナ'

介護員

の

と

当指定

介予防

小規模多

機型居

宅介護事

所に

にげ

る施設等

の、れ

かが併設

されてい

る場合

指定認

症対応型

共同生活

介護事業

所、指定

城密着型

特定施設、

定地城

密型介

老人福

祉施、指

定介慶療

医療

施設(医療

(昭和

23年法律

205 号)

第7条第2

介餓職

ご
人

ト゛



7条第2項

第 4 号に

規する

養病床

を有する

診所で

るの

に限る。 L

(略)

フ~13

(理者)

第46条(略)

2 (略)

3 2 の管理者ま、"纏老人ホーム、老

人デイサービスセン (人祉法 20

の2の2に規定する老人デイービスセンター

を、う。以下同じ。)、介護老人保健施設、指定

認症対応型共同生活事所、定複合型

サース事業所(指定密着型サービス基

例第 195 条に規定する指定合型ービス

事業所をいう。次条においてじ。)、指定介護

予防門規模多型居宅介護所等の従

者又訪介隆員(介護福祉士又*第8

第2項に規定する政令で定める者をいう。次

条、 73条第2 及ぴ第74条において同じ。)

として3年以上認知症であるのに従事

した経を有する者であつて、厚生労働大臣 t

定める研を了しているもの・なけぱな

らない。

(略)

(略)

項第 4 号

に規定す

る病

床を有す

る 所

であるも

のに

る。L区圭

(略)

(指定介護予防小規多能型居宅介事集者

の代表者)

47条指定介纏予防小規模多機能型居宅介詮

事者の代者は、特別養老人ホーム、老人

デイサビスセンー 人、

、指定認知症対応型共同生活介事

所、指定複合型サービス所、指定介餓予防

(略)

フ~13

院

(理者

46条(略)

2 ()

3 前2 の管は、特別老人ホーム、老

人ディサービスセンター(.人第20条

の2の2に定る人デイサービスセンター

(略)

(略) (略)

(指定介予防小規模多型居宅介事業

の代表)

第47条指定介體予防小規模多機能型居宅介

事業者の代は、特別老人ホーム、老人

デイサービスセンター、 、指

定知症対応型共同生活介鰻業所、指定複合

型サービス事所、指定介體予防小規模多機能

をいう。以.同じ。)、

医療院、指定認知症応型生活介護事

所、指定複合型サービス事所(指定地

型ービス 例第15条に規る指定

複合型サビス事所を、う。次条にお、て同

小規多館型宅介餓事じ。)、定介

所等の集又ま訪介慶等(介祉士

又ま第8条 2項に規する令でめる者

をいう。次、 73条第2項ぴ 74条にお

いて同じ。)として3年以上認症である者の

介護に従事た経験を有する者であつて、厚生

労大臣 t定める研を了しているもので

なけぱならない。

人



所等の従業者若しくは訪問介型居宅介

護等として認知症である者の介膝に従し

た経を有する又は保健医療サービス若し

くは祉サービスの経に携わつた経を有

する者でつて、厚生労働大臣が定める研を

修了しているものでなけれぱならない。

(協力医療機関等)

第61条(略)

2 (略)

3 指定介護予防小規模多機能型居宅介腰事業者

は、サービスの提供体制の確保、夜間における

緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介

護老人保健施設、病院等との間の連及び支援

の体制を整えなけれぱならない。、

小規多機能型居宅介鱸業所等の従業者若

しくは訪間介護等として認知症である者の

介鎧に従し二経験を有する者又は保健医

サービス若しくは福祉サービスの経営に携わ

つた経験をする者であつて、厚生労大臣が

定める研を了しているものでなけれぱな

らない。

(理者)

73条(略)

共同生活住の理者1、適切な指定介慶予

防認知症対応型共同生活介饅を提供するため

に必要な知識及ぴ経験を有し、特別養護人ホ

ーム、人デイサビスセンター、介護老人保

、指定認知症対応型共同生活介事所

の従業者又本訪問介護等として、3年以上

認知症である者の介に従事した経を有す

る者でつて、厚労大臣が定めるを

了して、るものでなけれぱならない。

(協力医療機関等)

第61条(略)

2 (略)

3 指定介予防小規模多機能型居宅介事業者

は、サービスの提供体制の確保、夜間における

緊急時の対応等のため、介老人福祉施設、介

老人施、 、病院等との間の

連携及び支援の体制を整えなけれぱならない。

(定介護予防認知症対応型共同生活介護事

者の代表者)

第74条指定催予防認知症対応型共同生活介

護事業者の代表者は、特別養護人ホーム、老

人デイサービスセンター、介護老人保健施設、

指定認知症対応型共同生活介簾事業所等の従

者若しくは訪問介護員等として、認知症であ

る者の介護に従事した経験を有する又は保

健医療サービス若しくは福祉サービスの提供

を行う業の経に携わつた経験をする者

であつて、厚生労働大臣が定める研を修了し

ているものでなけれぱなら'い。

(管理者)

第73条(略)

2 共同生活住居の管理者は、適切な指定介予

防認知症対応型共同生活介簾を提供するため

に必要な知識及ぴ経験を有し、特別養護老人ホ

ーム、老人デイサースセンター、介護老人保

健施設、介棲医療院、指定認知症対応型共同生

活介事業所の従業又は訪介等と

して、3年以上認知症である者の介に従し

た経験を有する者であつて、厚生労大臣が定

める研修を了して、るものでなけれぱなら

ない。

指定介讃予防認知症対応型共同生活介護事業

者の代表者)

74条指定介護予防認知症対応型共同生活介

護事業者の代者は、特別養膝老人ホーム、老

人デイサービスセンター、介餓老人保健施設、

、指定認症対応型共同生活介餓事

業所等の従者若しくは訪介護員等として、

認知症である者の介に従事した経験をす

る者又は保健医療サービス若しくは祉サー

ビスの供を行う事業の経営に携わつた経験

をする者であつて、厚生労働大臣が定める研

を了しているものでなけれぱならない。



(身体的拘東等の

第79条(略)

2・3 (略)

(新)

止) (身体的拘東等の止)

第79条(略)

2・3 (略)

4 指定介 認症対応型共同生活介

者は、 拘東等の適正ヒを図るため、次こ

げる置をじなけれぱならない。

的拘東等の適正化のための対を(1 )

検、する委会を3月に 1回レ上開する

とともに、その結にっいて、介従

その他の従に知底を図ること。

体拘東等の適正化のための指針を(2)

整ること。

(3)介、業その他の従に対し、

体的東の適正化のための研'を定期的
に実施すること。

(協力医療機関等)

第84条(略)

2 (略)

3 指定介予防認知症対応型共同生活介腰事業

者は、サービスの提供体制の確保、夜間におけ

る緊急時の対応等のため、介老人福祉施設、

老人施、病院等との間の連携及び支

援の体制を整えなけれぱならない。

^

(協力医療機関等)

第84条(略)

2 (略)

3 指定介予防認知症対応型共同生活介業

者は、サービスの提供体制の確保、夜間におけ

る緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、

老人施、介 、病院等との間

の連及び支援の体制を整えなけれぱならな

い。





0長崎市指定居宅介支援等の事業の人員及び運

年長崎市条例第44号)

条例(現行)

(基本方針)

第4条(略)

2 (略)

3 指定居宅介支援事業者は、指定居宅介支

援の提供に当たつては、利用者の思及び人格

を尊重し、常に利用者の立場に立つて、利用者

に提供される指定居宅サービス等が特定の種

類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏

することのないよう公正中立に行わなけれぱ

ならない。

4 指定居宅介支援事業者は、事業の運営に当

たつては、本市、地域包括支援センター、老人

福祉法(昭和開年法律第 133 号)第 20 条の 7

の2に規定する老人介護支援センター、他の指

定居宅介腰支援業者、指定介護予防支援事業

者、 等との連携に努めなけれぱな

らない。

に関する基準等を定める条例(平成25

(基本方針)

第4条(略)

2 (略)

3 指定居宅介支援事業者は、指定居宅介支

援の提供に当たつては、利用者の意思及び人格

を重し、常に利用者の立場に立つて、利用者

に提供される指定居宅サービス等が特定の種

条例(改正案)

類又は特定の旨定居宅サービス

(従の数)

5条指定居宅介蔑支事

係る事業(以下「指定宅介

という。)』とに 1 以上の

支援の提供にたる介

常勤 2の

と、'

ならい。

2 (略)

41 第1 に定る定宅サービス

者を.いう。以下同じ。)等に不当に偏すること

のないよう公正中立に行わなけれぱならない。

4 指定居宅介纏支援事業者は、業の運営に当

たつては、本市、地域包括支援センター、老人

福祉法(昭和開年法律第 133 号)第 20 条の 7

の2に規定する老人介護支援センター、他の指

定居宅介支援者、指定介予防支援業

者、 の日常生・及ぴ土会

生} ^ るための'(平成17

法 51 の17 1 1号に

等との連携

は、当該定に

支事所」

の指定居宅介護

授専門員であつて

に
、

をかなけれぱ

に

123 号)

る指

に努めなけれぱならない。

(管理者)

6条(略)

2 前の管理者は、

なら'い。

(法

の舶 1

でなけ

従業者の員数)

5条指定宅介支援事者ま、当肢指定に

係る業所(以下「指定宅介裟支事業所」

という。)ごとに1以上の員数の指宅介

支援の提供に当たる介支援門員でつて

常勤でものを置かな1れぱならない。

3 (略)

2

でなけれ1

()

管理

第6条

2

()

の管理者1

11 生'

3に

れぱならない。

3 (略)
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(内容及ぴの明及ぴ同意)

第7条(略)

2 指定宅介護支援事者は、指定居宅介護支

の供の始にし、あら、じめ、居宅サー

ビス計画が第 4 条に規定する基方針及ぴ利

用者の希望に基づき作成されるもの型宣亙こ

とにつき十分説明を行い、理解を得なけれぱ

ならない。

(新設)

(内容及ぴ手続の説明及ぴ同意)

第7条(略)

2 指定居宅介護支業者は、指定居宅介護支

の提供の始にし、あら、じめ居宅サー

ビス計回が第 4 条に規定する基本方針及び利

用者の希望に基づき作成されるものであり、利

宅サービスはの

よ'めことがで二と等につき

十分明を行い、理解をなけれぱならない。

3 指定居宅介支援事業者は、指定居宅介護支

援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、利用者について、病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合には、当該

利用者に係る介纏支援専門員の氏名及び連絡

先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めな

けれぱならない。

4 指定居宅介支援事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があつた場合は、第1項の

規定による文書の交付に代えて、第7項で定め

るところにより、当該利用申込者又はその家族

の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を

電子報処理組織を使用する方法その他の情

報通信の技術を利用する方法であつて次に掲

げるもの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。この

場合において、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみなす。

(略)(1)・(2)

5 (略)

6 第4項第1号の「電子情報処理組織」とは、

指定居宅介護支援事業者の使用に係る電子計

機と利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計機とを電通信回線で接続した電子

報処理組織をいう。

7 指定居宅介餓支援事業者は、第4項の規定に

より第 1 項に規定する重要項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文書又は磁的

方法による承諾を得なけれぱならない。

(1)第4項各号に掲げる方法のうち指定居

3 指定居宅介支援事業者は、利用申込者又は

その家族からの申出があつた場合は、第1項の

規定による文書の交付に代えて、第6項で定め

ると二ろにより、当該利用申込者又はその家族

の承諾を得て、当該文書に記すぺき重要事項を

子情報処理組織を使用する方法その他の

報通信の技術を利用する方法であつて次に掲

げるもの(以下この条において「電磁的方法」

という。)により提供することができる。この

合において、当該指定居宅介護支援事業者

は、当該文書を交付したものとみなす。

(1)・(2)(略)

4 (略)

5 第3項第1号の「電子情報処理組織」とは、

指定居宅介支援事業者の使用に係る電子計

機と利用申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを電気通信回線で接続した子

情報処理組織をいう。

6 指定居宅介護支援業者は、第3項の規定に

より第1項に規定する重項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文害又は電磁的

方法による承諾をなけれぱならない。

(1)第3項各号に掲げる方法のうち指定居

^^



宅介腰支援事業者が使用するもの

(2)(略)

(略)

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針)

第16条指定居宅介支援の方針は、第4条に

規定する基本方針及び前条に規定する本取

扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。

1)~(6)(略)

刀(略)

8)(略)

9)介護支専門は、サービス担当者会

議(介護支専門が居宅サービス計画の

作成のために、利用者及その家の参加

を基本としつつ、居宅サービス計画の原案

に位置けた定居宅サービス等の担当者

(以下二の条において「担当者」と、う。)

を招集して行う会議をいう。'下同じ。)

の催により、利用者の状に関する情

報を担当者と共するとともに、当該居宅

サービス回の原案の内容について、担当

者から、専門的ナ'地からの意を求める

ものとする。ただし、やむを得な、理由が

ある場合については、担当者に対する照会

によりを求めることができるものと

する。

宅介

(2)

(略)

支援事業者が使用するもの

(略)

(指定居宅介護支援の具体的取扱方針)

第16条指定居宅介支援の方針は、第4条に

規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。

(1)~(6)(略)

(刀(略)

(8)(略)

(9)介體援専門は、サービス担当者会

議(介體支援門が居宅サービス計回の

作成のために、利用者及びその族の加

を基本としっっ、宅サービス計画の原案

に位付けた定居宅サービス等の担当者

(以下この条において「担当」という。)

を招して行う会議をいう。以下同じ。)

の催により、利用者の状況に関する情

報を担当者と共有するとともに、当鮫居宅

サービス画の原案の内容について、担当

者、ら、門的な地からの意見を求める

ものとする。ただし、 の

のに
.

によの の

ι はの
与

この

に'いて「主の とい' の

てとめ のの

'ナ'い理由 tある場合については、担

当に対する照会等により意を求めるこ

とができるものとする。

(1の・(11)(略)

(12)・(13)(略)

(13)の2 介支援専門員は、指定居宅サー

(1の・(11)

(12)・ a3)

(新設)

(略)

(略)

103

(14)介護支援門員は、前量に規定する施

ビス事業者等から利用者に係る情報の提供

を受けたときその他必要と認めるときは、

利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用

者の心身又は生活の状況に係る報のうち

必要と認めるものを、利用者の同を得て

主治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に

提供するものとする。

(14)介體支援門は、第13号に規定する

8
-

7
一



状況の把握(以下「モニタリング」という。)

に当たつては、利用者及びその家族、指定居

宅サービス業者等との連絡を継的に行

うこととし、特段ののない限り、次に定

めるところにより行わなけれぱならない。

ア・イ(略)

(15)・(16)(略)

(1刀・a8)(略)

(新設)

実施状況の把握(以下「モニタリングとい

う。)1こ当たつては、利用者及ぴその家族、

定居宅サービス業者との連絡を継続

的に行うこととし、特段の事情のない限り、

次に定めるところにより行わなけれぱなら

ない。

ア・イ(略)

a5)・(16)(略)

(17)・(18)(略)

'1三と^介護支援専門は、居宅サービス
計画に厚生労働大臣が定める回数以上の訪

問介護(厚生労働大臣が定めるものに限る。

以下この号に'し、て同じ。)を位置付ける

場合にあっては、その利用の妥当性を検討

し、当該居宅サービス計画に訪間介餓が必

要な理由を記載するとともに、当該居宅サ

ービス計圃を市町村に届け出なけれぱなら

ない。

a9)介護支援専門員は、利用者が訪問、

通所りハビリテーション等の医療サービス

の利用を希望している場合その他必要な場

合は、利用者の同意を得て主治の医師等の

見を求めなけれぱならない。

19)介護支援門は、利用者が訪問看、

通所りハビリテーション等の医療サービス

の利用を希望している合その他必要な

合は、利用者の同意を得て主治の医師又は

歯,師(次において「主治の等と

いう。)の見を求めなけれぱならない。

(新設)

(20)

(26)

(2刀

~(25)

(略)

(略)

(略)

'」3L^三前号の場合において、介護支援専
門員は、居宅サービス計画を作成した際に

は、当該居宅サービス計画を主治の医師等

に交付しなけれぱならない。

(20)~(25)(略)

(26)(略)

(2刀(略)



0長崎市指定介予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介予防支援等に係る介予

防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例(平成26年長崎市条例第4
8号)

(基本方針)

第4条(略)

2・3 (略)

4 指定介予防支援事業者は、事業の運営に当

たっては、本市、地域包括支援センター、老人

介護支援センター、指定居宅介支援事業者、

他の指定介予防支援事業者、介護保険施設、

住民による自発的な活動によるサービスを含

めた地域における様々な取組を行う者等との

連に努めなけれぱならない。

条例(現行)

(基本方針)

第4条(略)

2・3 (略)

4 指定介護予防支援事業者は、事業の運営に当

たっては、本市、地域包括支援センター、老人

介簾支援センター、指定居宅介支援事業者、

他の指定介護予防支援事業者、 施、

の日常生'及ぴ士会生}総厶的に

(平成 17るための 123 )

51 の17 1 1 に る

相談支援事業者、住民による自発的な活動によ

るサービスを含めた地域における様々な取組

を行う者等との連携に努めなければならない。

(内容及び手の説明 意)

7条(略)

2 指定介簾予防支業は、指定介膝予防支

の供の開始に際し、あらかじめ、利用申込

者又はその族に対し、介護予防サービ計回

が に規定する基本方針及ぴ利用者の希

望に基づき作されるものであること等につ

き十分説明を行い、理を得ナ'けぱならな

条例(改正案)

、0

(新設)

(内容及手の明及ぴ同意)

7条()

指定介護予防支援事者は、指定介護予防支

の提供の始に際し、あらかじめ、 j用申込

者又はその族にし、介纏予防サビス計画

が第4 に規定する基本方針及ぴ利用者の希

望にづき作成さるものであり、利用者は複

ービス 53の

ービス

るよ、め

説明を行い、

指定介餓予防支援事業者は、利用申込者又は

その家族から申出があつた場合は、第1項の規

定による文書の交付に代えて、第6項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電

子報処理組織を使用する方法その他の報

るこ

じ
、

ることができることにつき十

理解をなけぱならな、。

3 指定介護予防支援事業者は、指定介予防支

援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、利用者について、病院又は

診療所に入院する必要が生じた場合には、担当

職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所

に伝えるよう求めなけれぱならない。

4 指定介護予防支援事者は、利用申込者又は

その家族から申出があつた合は、第1項の規

定による文書の交付に代えて、第7項で定める

ところにより、当該利用申込者又はその家族の

承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電

子報処理組織を使用する方法その他の報

、し



通信の技術を使用する方法であつて次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができる。この場

合において、当肢指定介護予防支援事業者は、

当該文書を交付したものとみなす。

(1)・(2)(略)

4 (略)

5 第3項第1号の「電子報処理組織」とは、

指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計

機と利用申込者又はその家族の使用に係る

子機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。

6 指定介護予防支援事業者は、第3項の規定に

より第 1 項に規定する重要事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的

方法による承諾を得なけれぱならない。

(1)第3項各号に掲げる方法のうち指定介

護予防支援事業者が使用するもの

(2)(略)

(略)

通信の技術を使用する方法であつて次に掲げ

るもの(以下この条において「電磁的方法」と

いう。)により提供することができる。この

合において、当肢指定介予防支援事業者は、

当該文を交付したものとみなす。

(1)・(2)(略)

5 (略)

6 第4項第1号の「電子報処理組織」とは、

指定介護予防支援事業者の使用に係る電子計

機と利用申込者又はその家族の使用に係る

子計機とを電気'信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。

7 指定介護予防支援事業者は、第4項の規定に

より第 1 項に規定する重要事項を提供しよう

とするときは、あらかじめ、当該利用申込者又

はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的

方法による承諾を得なけれぱならない。

(1)第4項各号に掲げる方法のうち指定介

護予防支援事業者が使用するもの

(2)(略)

(略)

(指定介慶予防支援の具体的取扱方針)

第34条指定介予防支援の方針は、第4条に

規定する本方針及び前条に規定する基本取

扱方針にづき、次に掲げるところによるもの

とする。

(1)~(8)(略)

(9)担当職員は、サービス担当者会議(担当

職が介護予防サービス計画の作成のため

!三介予防サービス計画の原案に位置付け

た指定介護予防サービス等の担当者(以下

この条において「担当者」という。)を招集

して行う会議をいう。以下この条及び次条

において同じ。)の開催により、利用者の状

況等に関する情報を担当者と共有するとと

もに、当該介護予防サービス計画の原案の

内容について、担当者から、専門的な見地

からの意見を求めるものとする。ただし、

やむを得ない理由がある合は、担当者に

対する照会等により見を求めることがで

(指定介予防支援の具体的取扱方針)

第34条指定介護予防支援の方針は、第4条に

規定する基本方針及び前条に規定する本取

扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。

(1)~(8)(略)

(9)担当職は、サービス担当者会議(担当

職員が介腰予防サービス計画の作成のため

に用及びのの加基とし

つつ、介護予防サービス計画の原案に位

付けた指定介護予防サービス等の担当者

(以下この条において「担当者」という。)

を招して行う会をいう。以下この条及

ぴ次条において同じ。)の開催により、利用

者の状況等に関する情報を担当者と共有す

るとともに、当該介護予防サービス計画の

原案の内容について、担当者から、専門的

な見地からの見を求めるものとする。た

だし、やむを得ない理由がある場合は、担

8
-

7
一



きるものとする。

aの~(14)

(新設)

(略)

(略)a5)~(2の

(21)担当職員は、利用者が介護予防訪問看

、介予防通所りハビリテーション等の

医療サービスの利用を希望している合そ

の他必要な合は、利用者の同意を得て主

治の医師又は歯科医師(次号において「主治

介予防サービス画を作成した際には、

当該介讃予防サービス計画を主治の医師等

に交付しなけれぱならない。

(22)~(28)(略)

当者に対する照会等により見を求めるこ

とができるものとする。

(略)(1の~(14)

a4)の2 担当職員は、指定介護予防サービ

の医師等」という。)の見を求めなけれぱ

ならない。

(新設)

ス事業者等から利用者に係る報の提供を

受けたときその他必要と認めるときは、利

用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者

の心身又は生活の状況に係る情報のうち必

要と認めるものを、利用者の同を得て主

治の医師若しくは歯科医師又は薬剤師に提

供するものとする。

(15)~(20)(略)

(21)担当職員は、利用者が介"予防訪問看

、介護予防通所りハビリテーション等の

医療サービスの利用を希望している合そ

の他必要な合は、利用者の同を得て主

治の医師又は歯科医師(次号及ぴ第22号に

おいて「主治の医師等」という。)の見を

求めなけれぱならない。

(21)の2 前号の場合において、担当職員は、

(22)~(28) (略)




